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NTTグループは、2006年度にCSR活動を実践して

いくための基本的な指針として「NTTグループCSR

憲 章」を制定しました。「N T Tグ ループ C S R

（Corporate Social Responsibility）報告書2008」

は、この憲章に基づいて推進してきた2007年度のNTT

グループのさまざまなCSR活動の報告を通じて、ス

テークホルダーの皆さまとさらに緊密なコミュニケー

ションを図っていくことを目的としています。 

そこで、今年度の報告書では社長メッセージやCSR活

動についての基本的な考え方、方針、体制について紹

介するとともに、NTTグループの総合力を生かした

“サービス創造グループ”への取り組みを踏まえて、グ

ループ各社のCSR推進担当役員が集まり、「NTTグルー

プのCSR」を考える座談会を実施し、その様子を報告し

ています。

本編では、憲章で定めた4つのCSRテーマである

「人と社会のコミュニケーション」「人と地球のコミュ

ニケーション」「安心・安全なコミュニケーション」

「チームNTTのコミュニケーション」のそれぞれを章

立てし、各章ごとにステークホルダーの皆さまの関心

の高い話題、グループ各社の主なCSR活動を報告し

ています。なお、記述にあたっては、個々の活動の意

義をご理解いただけるよう、各報告事項ごとに、対象

となる主なステークホルダー名、活動主体である事

業会社名※をロゴで表示しました。

●本報告書において、「NTT」は日本電信電話株式会社を、「NTTグループ」はNTTおよびグループ各社を、「NTT○○」はNTTグ
ループのグループ各社をそれぞれ示しています。
●本報告書発行後に、掲載内容に誤りがあることが認められた場合は、Webサイトにて報告し正誤表を掲載します。 
●本報告書に掲載した内容は、過去の事実だけではなく、発行時点における計画や将来の見通しを含んでいます。これらは記
述した時点で入手できた情報に基づく仮定や判断を含むものであり、将来の活動内容や結果が掲載内容と異なる可能性が
あることをご了承ください。 

2007年4月1日～2008年3月31日　
※ 一部内容に2008年4月以降の活動と将来の見通しを含み
ます。 

NTTおよびNTTグループ各社（476社）
※ 「NTTグループ」と記載している2007年度の数値は、主に
NTT、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、
NTTデータ、NTTドコモおよびそれらのグループ各社（476
社）の集計数値です。特定の報告範囲を示す場合は、各掲
載場所に別途記載しています。

※ 組織名称は2008年3月31日現在のものですが、一部
2008年度の組織名称を記載しています。 
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チームNTTのコミュニケーション

本報告書の発行以降も、NTTグループの

CSRに関する最新情報をタイムリーに開

示することを目指して、Webサイトで随時

情報を更新しています。更新情報は、トッ

プページに「トピックス」としてご案内して

います。

Webサイトには、誌面スペースの都合など

で本報告書に掲載できなかったさまざま

な活動事例や詳細な環境データなどを掲

載しており、NTTグループのCSR活動をよ

り広く、深くご覧いただくことができます。

また、NTTグループ各社のCSR情報に関す

るWebサイトへリンクを設けています。

Webサイトは、NTT公式ホームページガ

イドラインに準拠しているほか、視覚・聴

覚など障がいのある社員が独自の視点、

項目でアクセシビリティチェックを実施し

ているNTTクラルティが制作に参加し、障

がい者や高齢者の方々に配慮したWeb設

計を行っています。

※ 対象とする事業会社名について
●基本的にはCSRレポートを発行している主要グループ9社（下
図）を対象としています。
●NTTの子会社については会社名を示します（例:NTTクラルティ）
●NTT以外の主要グループ各社の子会社については、帰属する主
要グループ会社の会社名で示します（例:「NTTレゾナント」の場
合は、帰属する「NTTコミュニケーションズ」を表示）

本報告書はGRI（GlobalReportingInitiative）「サスティナ
ビリティ リポーティング ガイドライン2006」、および環境省
「環境報告ガイドライン2007年版」を参考に作成しました。

NTTグループ「CSR報告書2008」について

編集方針

記述について

報告対象範囲

主要グループ各社のCSRレポート（2007年度発行）

西日本電信電話
（NTT西日本）

NTTコミュニケーションズ

NTTデータ

NTTグループ
（日本電信電話）

NTTコムウェア

NTTドコモ

NTTファシリティーズ

NTT都市開発

東日本電信電話
（NTT東日本）

随時Webサイトを更新。
最新の情報をご覧いただけます。

詳しくWebサイトに掲載。
より広く深い情報をご覧いただけます。

やさしいWebサイトを実現。
見やすい画面でご覧いただけます。

Webサイトでは、
最新のCSR活動情報を
より詳しくご覧いただけます

http://www.ntt.co.jp/csr/

参考にしたガイドライン
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情報通信の世界は、ブロードバンド・ユビキタス化が

進展するとともに、ネットワークのIP化にともなう各種

サービスの融合が加速するなど、激しい変化を続けてい

ます。一方で現代社会においては、人口減少・少子高齢

化の進展、社会的格差の拡大、介護・医療問題、資源・エ

ネルギー問題、生態系の保全、大規模自然災害といった

非常に多岐にわたる社会的課題に直面しています。とく

に近年は、2008年7月に開催された北海道洞爺湖サミッ

トのメインテーマであった地球環境問題についても国を

あげた対策や取り組みが進んでいます。

NTTグループでも、これらの多様化・複雑化する社会

的課題に対し本業を通じて真摯に向き合い、社会の持

続的発展に貢献していくことが、CSR（Corporate Social 

Responsibility）であると考え、「NTTグループCSR憲章」

に基づきグループ一体となった取り組みを進めていると

ころです。

2008年5月、NTTグループは、“お客さまの満足度を高

め”、“お客さまや社会のニーズに合ったサービスを生み

出していく”ことを目的とし、「サービス創造グループを目

指して」を発表しました。

今後、NGN（Next Generation Network）やスーパー3G

（携帯電話の高速データ通信仕様のひとつ）によるフル

IPネットワークを構築し、ソリューションビジネス、エネル

ギー・環境などの新分野ビジネスにおける新しいブロー

ドバンド・ユビキタスサービスの創出・拡充を通じて、生

活の豊かさや企業の生産性向上により大きく貢献してい

くことを目指していきます。また、これまで以上にお客さ

まの視点から見て便利なサービスを提供していけるよう

に、固定通信や移動通信、システムインテグレーション事

業など、NTTグループ各社がもつビジネスリソースを結集

し、“NTTグループの総合力”を一体的に発揮していくこと

が必要だと考えています。

NGNについては、2008年3月から、首都圏および大阪

府の一部のエリアで商用サービスを開始しました。今後

は順次その提供エリアを全国に拡大していき、2012年度

末を目途に現在のBフレッツサービスからの移行（マイグ

レーション）を完了する予定です。NGNの普及と拡大は、

NTTグループが社会の持続的発展に貢献していくうえで

も重要な基盤となるものと認識し、幅広くさまざまな分野

の企業との協業を通じて、サービスのさらなる創出・拡充

を目指していきます。

世界的な課題となっている地球環境問題に対しても

グループ一体的に取り組んでいます。

なかでも、ICT（情報通信技術）サービスの普及・拡大

にともなうエネルギー消費量の増大を抑えるために、

環境・エネルギー関連の研究開発をはじめ、ネットワー

ク設備やデータセンターの省エネ推進など、事業活動

にともなうCO2の削減に積極的に取り組んでいるところ

です。今後は、太陽光発電などの自然エネルギーの活用

をグループ全体でよりいっそう推進していく「グリーン

NTT」をスタートさせるなど、さらなる温暖化対策を講じ

ていく予定です。

また、高品質な映像配信によるTV会議やインターネッ

トショッピングなどのICTサービスを提供することで、移

動や物流によるCO2排出を削減するなど、社会全体の環

境負荷低減に向けても貢献していきます。

今後、本格化するブロードバンド・ユビキタスサービス

時代に向けて、NTTグループは、社会的責任を十分に認

識し、CSRを重視した経営を推進してまいります。本CSR

報告書では、幅広いステークホルダーの皆さまとの対話

を推進するため、わかりやすい報告書を目指して作成し

てまいりました。

私たちNTTグループの取り組みやCSR報告書に対し、

引き続き、皆さまから忌憚のないご意見やご助言を賜り

ますよう、よろしくお願い申し上げます。

日本電信電話株式会社
代表取締役社長

情報通信技術の変化の潮流を見据え、
社会の持続的発展に貢献していくために、
NTTグループ一体となってCSRに取り組んでまいります。

トップメッセージ
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地域通信事業
国内電気通信事業における県内通信
サービスの提供、およびそれに付帯する
事業を展開しています。主にブロードバ
ンドサービスを中心とした固定通信関連
サービス、IP系通信サービス、通信端末
機器販売などが含まれます。

長距離・国際通信事業
国内電気通信事業における県間通信
サービス、国際通信事業およびそれに付
帯する事業を展開しています。企業向け
サービスとして、システムインテグレー
ション、固定音声関連サービス、IP系通信
サービスなどが含まれます。

移動通信事業
携帯電話事業における携帯電話
（FOMA、mova）サービス、パケット通信
サービス、衛星電話サービス、国際電話
サービスの提供と、各サービスの端末機
器販売のほか、無線LANサービスなどを
展開しています。

データ通信事業
公共・金融・法人などの各分野で、システ
ムインテグレーションやネットワークシ
ステムサービスなどの事業を展開して
います。

その他の事業
その他の事業として、システムインテグ
レーション・情報処理事業、先端技術開
発事業、エンジニアリング事業、金融事
業、不動産事業、共通業務事業などを展
開しています。

事業内容 グループ会社

地域通信事業支援グループ
●東日本電信電話
●西日本電信電話
●NTT東日本－東京南
●NTT西日本－関西
●エヌ・ティ・ティ エムイー
●エヌ・ティ・ティ ネオメイト
●エヌ・ティ・ティ 
マーケティング アクト

●エヌ・ティ・ティ・
インフラネット

●エヌ・ティ・ティ番号情報
●エヌ・ティ・ティ・クオリス
●エヌ・ティ・ティ・ソルコ
●エヌ・ティ・ティ・
カードソリューション

他94社

長距離・国際通信事業支援グループ
●エヌ・ティ・ティ・
コミュニケーションズ

●エヌ・ティ・ティ ピー・シー 
コミュニケーションズ

●エヌ・ティ・ティ レゾナント
●NTTぷらら
●Verio Inc.
●NTT COM ASIA LIMITED

●NTT America, Inc.
●NTT AUSTRALIA PTY. LTD.
●NTT EUROPE LTD.
●エヌ・ティ・ティ・ワールド
エンジニアリングマリン

●エヌ・ティ・ティ・ビズリンク
●NTTコムテクノロジー

他37社

移動通信事業支援グループ
●エヌ・ティ・ティ・ドコモ
●エヌ・ティ・ティ・ドコモ
北海道

●エヌ・ティ・ティ・ドコモ東北
●エヌ・ティ・ティ・ドコモ東海
●エヌ・ティ・ティ・ドコモ北陸
●エヌ・ティ・ティ・ドコモ関西
●エヌ・ティ・ティ・ドコモ中国

●エヌ・ティ・ティ・ドコモ四国
●エヌ・ティ・ティ・ドコモ九州
●ドコモ・サービス
●ドコモエンジニアリング
●ドコモ・モバイル
●ドコモ・サポート
●ドコモ・システムズ

他108社

●NTTファシリティーズ
●エヌ・ティ・ティ・コムウェア
●エヌ・ティ・ティ都市開発
●NTTファイナンス
●NTTエレクトロニクス
●エヌ・ティ・ティ・
アドバンステクノロジ

●エヌ・ティ・ティ・ソフトウェア

●エヌ・ティ・ティ・
ビジネスアソシエ

●情報通信総合研究所
●エヌ・ティ・ティ・ロジスコ
●エヌ・ティ・ティ・アド
●エヌ・ティ・ティ ラーニング
システムズ

他57社

会社概要（2008年3月31日現在）
名称 日本電信電話株式会社（NTT）
 NIPPON TELEGRAPH AND 
 TELEPHONE CORPORATION
所在地 〒100-8116 
 東京都千代田区大手町二丁目3番1号
設立年月日 1985年4月1日
資本金 9,379億5,000万円
社員数 2,890人（連結ベース193,831人）
連結子会社 476社
ホームページ http://www.ntt.co.jp/
 （経営戦略など、その他の情報はこちら
 http://www.ntt.co.jp/about/index.html）

データ通信事業支援グループ
●エヌ・ティ・ティ・データ
●エヌ・ティ・ティ・データ・
フロンティア

●エヌ・ティ・ティ・データ・
システム技術

●エヌ・ティ・ティ・データ・
ジェトロニクス

●エヌ・ティ・ティ・データ・
システムズ

●エヌ・ティ・ティ・データ・
ウェーブ

●日本カードプロセシング
●エヌ・ティ・ティ・データ・
フォース

●エヌ・ティ・ティ・データ・
クリエイション

●itelligence AG

他120社

※1 連結収益に占める割合（セグメント間取引を含む）
※2 NTTグループ全体の人員数に対する割合

※ 「株式会社」の記載は省略

※ 2008年3月期における株式の追加取得により、新
たに持分法適用の対象となった関連会社につい
て過年度に遡及して持分法を適用したことにとも
ない、2007年3月期以前のNTT連結の「当期純利
益」を既公表値から変更しています。

営業収益
（2008年3月期）

人員数
（2008年3月期）

4兆2,097
億円

110,679
人

%※133.7 %※257.1

%※110.6 %※26.8

1兆3,228
億円

13,177
人

営業収益
（2008年3月期）

人員数
（2008年3月期）

%※137.7 %※211.4

4兆7,118
億円

22,100
人

営業収益
（2008年3月期）

人員数
（2008年3月期）

%※18.5 %※211.7

1兆595
億円

22,592
人

営業収益
（2008年3月期）

人員数
（2008年3月期）

%※19.5 %※213.0

1兆1,851
億円

25,283
人

営業収益
（2008年3月期）

人員数
（2008年3月期）

営業収益の内訳

長距離・
国際通信
事業
10.6％

地域通信事業
33.7％

その他の事業
9.5％

データ通信事業
8.5％

移動通信
事業
37.7％

10兆
6,809億

連結財務データ（2008年3月期）

営業収益

106,809107,606107,411110,955

2004年
3月期

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2005年
3月期

108,059

0

60,000

30,000

90,000

120,000
（億円）

営業利益

13,046
11,07011,907

15,603

2004年
3月期

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2005年
3月期

12,112

（億円）

0

8,000

4,000

12,000

16,000

当期純利益

6,352
4,8145,031

6,454

2004年
3月期

2006年
3月期

2007年
3月期

2008年
3月期

2005年
3月期

7,145

0

4,000

2,000

6,000

8,000
（億円）

グループ約20万人が多彩なサービスの提供を通じて
“ブロードバンド・ユビキタス社会の新たなコミュニケーション”
を提案していきます。

NTTグループの概要
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NTTが定める東日本エリアにおける個

人、法人のお客さまに密着して、固定電話

やインターネットなど生活やビジネスに

密着した多彩な電気通信サービスを提供

しています。良質かつ安定的なユニバーサルサービスの提供

に努めるとともに、光アクセスサービスを中心としたブロード

バンドビジネスの積極的な展開、自治体や教育分野などへの

システムインテグレーションを主体としたソリューションビジ

ネスなどの推進に努めています。

●ユビキタス社会を支えるネットワークインフラの整備 P24

●お客さまの廃棄物削減とリサイクルの支援 P38

●情報通信の知識とマナー向上 P47 

●社員ボランティアの活動支援 P56

主なCSR活動

国内長距離・国際通信事業に加え、IPベー

スのソリューションサービスをグローバル

に提供しています。「事業ビジョン2010」で

は、「現在と未来を“つなぐ”パートナーとし

て、豊かな社会と安心で快適な生活の実現に貢献し、世の中のお

客さまに信頼される企業を目指す」ことをミッションと定め、「ソ

リューション」「ネットワークマネジメント」「セキュリティ」「グロー

バル」「ユビキタス」「ポータル／エンジン」「高信頼保守」の7つの

コアバリューを軸に事業を展開しています。

●さまざまな医療サービスを支援 P26

●就労機会の拡大 P28

●社内外への啓発活動と情報発信 P40

●防災・災害対策の推進 P44

主なCSR活動

NTTグループの移動通信事業を担って

います。通信事業者間での競争が激化

するなか「新しいコミュニケーション文

化の世界を創造する」という企業理念の

もと、「FOMA（フォーマ）」サービスのいっそうの普及拡大を

基本にコアビジネスの充実・強化を図るとともに、お客さまの

生活やビジネスに役に立つ、お客さまの視点に立ったサービ

スの提供を通じてモバイルマルチメディアを推進していくこ

とで、活力ある豊かな社会の実現に貢献していきます。

●お客さまの廃棄物削減とリサイクルの支援 P38

●情報通信の知識とマナー向上 P47

●ユニバーサルデザイン・サービスの開発 P50

主なCSR活動

ブロードバンド・ユビキタス社会を支え

る通信インフラの構築をシステム面でサ

ポートしています。NGN時代のICT基盤を

支えるミッションクリティカルなIPネット

ワークソリューションを実現する「ネットワークテクノロジー」、

高付加価値なサービスやアプリケーションを実現する「システ

ム＆アプリケーション」、お客さまの事業やサービスの継続性

を保証する高度かつ万全なシステム運用・管理サービスを提

供する「サポート＆メンテナンス」がコア・コンピタンスです。

●情報セキュリティの確保 P46

●お客さま満足の追求と品質管理体制の整備 P49

●育児・介護の支援 P53

●労働安全衛生の徹底 P54

主なCSR活動

NTTが定める西日本エリアにおける個

人、法人のお客さまに密着して、固定電話

やインターネットなど生活やビジネスに

密着した多彩な電気通信サービスを提供

しています。良質かつ安定的なユニバーサルサービスの提供

に努めるとともに、光ブロードバンド事業を主軸とする企業を

目指して、各種アクセスラインサービスのラインナップの充実、

アプリケーションサービスやコンテンツの充実、地域の活性

化・発展に貢献するソリューションビジネスを推進しています。

●ユビキタス社会を支えるネットワークインフラの整備 P24

●就労機会の拡大 P28

●お客さまの廃棄物削減とリサイクルの支援 P38

●成果を重視した処遇体系とさまざまな学習機会の提供 P55

主なCSR活動

国内外において、公共分野から金融、法

人向けシステムまで幅広い分野で、人々

の暮らしや経済、社会を支える多彩な情

報システム・サービスの開発・提供・保守・

運用を行っています。社会やビジネスの変革を実現するための

ツールとしてICTへの期待が高まるなか、システムインテグレー

タを超えた、お客さまの変革を構想から実現までトータルにサ

ポートする「変革パートナー」として、新しい価値創造を行い、社

会やビジネスのさらなる発展に貢献していきます。

●ICTサービスによる社会全体の環境負荷の低減 P35

●情報セキュリティの確保 P46

●育児・介護の支援 P53

主なCSR活動

建物や電源・空調システムの企画・設計、

施工、維持管理、情報通信システムを支

える高信頼電源システムの開発・提供な

ど、“総合エンジニアリング・サービス企

業”として、ブロードバンド・ユビキタス時代に向けた情報通信

環境の整備を行っています。「IT」「エネルギー」「建築」の豊富な

経験と技術融合によって、多様化・複雑化する情報流通社会の

要請にこたえる最適なファシリティソリューションを提供してい

くことが、NTTファシリティーズの使命です。

●お客さまのCO2削減に貢献する製品・サービスの提供 P36

●防災・災害対策の推進 P44

●情報セキュリティの確保 P46

●お客さま満足の追求と品質管理体制の整備 P49

主なCSR活動

1986年に設立されたNTTグループ唯一

の総合不動産会社です。オフィスを中心

とした「不動産賃貸事業」、マンションブ

ランド“ウェリス”を代表とする「分譲事

業」を事業の柱として展開しています。加えて、商業施設の開

発を通じた「商業ビジネス」、「プロパティマネジメント事業」

の拡大や不動産ファンドを活用した「フィービジネス」への参

画など、常に最適な事業ポートフォリオの確立を目指してい

ます。

●情報セキュリティの確保 P46

●労働安全衛生の徹底 P54

主なCSR活動

本報告書の掲載項目のうち、とくに重視しているもの（以下同）

地域通信事業 長距離・国際通信事業 移動通信事業 その他の事業

地域通信事業 データ通信事業 その他の事業 その他の事業

（NTTドコモ）（NTTコミュニケーションズ）

（NTTデータ）
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NTTグループCSR憲章
CSRメッセージ
私たちNTTグループは、情報通信産業の責任ある担い手として、最高のサー
ビスと信頼を提供し、“コミュニケーション”を通じて、人と社会と地球がつな
がる安心･安全で豊かな社会の実現に貢献します。

CSRテーマ

2. 私たちは、自らの環境負荷を低減し、地球にやさしいコミュニケーション環境を構
築するとともに、情報通信サービスの提供を通じて社会全体の環境負荷低減に取
り組みます。

●人と地球のコミュニケーション

3. 私たちは、情報セキュリティの確保や通信の利用に関する社会的な課題に真摯に
取り組み、安心・安全な利用環境と新しいコミュニケーション文化の創造･発展に
尽くします。
4. 私たちは、社会を支え生活を守る重要なインフラとして、災害時にも強い情報通
信サービスの提供に努め、いつでも、どこでも、だれとでもつながる安心と信頼を
提供します。

●安心・安全なコミュニケーション

5. 私たちは、“チームNTT”の一員として、責任と誇りを胸に、高い倫理観を持って
事業に取り組み、個の成長に努めるとともに豊かな地域社会づくりを推進し、社
会的使命を果して行きます。

●チームNTTのコミュニケーション

※チームNTTとは、派遣社員・契約社員も含めたNTTグループで働く社員のみならず、
パートナーの皆さま、NTTグループのCSRに賛同する退職した方々です。

1. 私たちは、より豊かで便利なコミュニケーション環境を実現するとともに、情報通信
技術を活用し、人口減少・高齢化社会におけるさまざまな課題解決に貢献します。

●人と社会のコミュニケーション

NTTグループは、NTTと子会社・関連会社（うち連結会社

476社）により構成され、地域通信、長距離・国際通信、データ

通信および移動通信事業などを展開しています。NTTは、こ

れらの事業に関わるさまざまなステークホルダーの皆さま

に対して、グループ一体となってCSRを推進していきます。

企業がCSRを推進していくための土台は、健全な企業活動

です。この土台をゆるぎないものにするためには、法令を守るこ

とはもちろんのこと、高い倫理観をもって事業を運営する「企

業倫理」、財務状況など一般に公開すべき情報を適宜、積極的

に開示する「経営の透明性」、そして健全な企業活動を行ってい

くための「コーポレート・ガバナンス」などを、あらゆる企業活動

のなかで適切に機能させることが重要です。

NTTグループは、この3つの要素を「健全な企業活動を支

えるしくみ」と認識し、優良な製品・サービスを提供するほ

か、さまざまな社会貢献活動を通じて、お客さまをはじめと

するステークホルダーの皆さまの期待にこたえていくよう努

めています。そして、ステークホルダーの皆さまとともに「豊

かな社会」を実現していくことこそが、NTTグループの企業価

値の向上と持続的発展につながるものと考えています。

NTTは、グループ各社が推進してきたCSRをより積極的な

活動とするための基本指針として、2006年6月、「NTTグルー

プCSR憲章」を制定しました。

「NTTグループCSR憲章」は、グループのCSRのあり方を表

現した「CSRメッセージ」と、具体的な重点取り組み項目を示

した4つの「CSRテーマ」から構成されています。

社会

経済

環境

経営の透明性

コーポレート・
ガバナンス

企業倫理

持続的発展

企業価値
の向上

健全な企業活動を
支えるしくみ

健全な企業活動

優良な製品・サービスの
提供などの企業活動

環境保護活動

ボランティアなどの
社会貢献活動

豊かな社会

人と社会と地球が
つながる安心・安全で
豊かな社会の実現

安心･安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

人と地球の
コミュニケーション

「健全な企業活動を支えるしくみ」を基盤に

「NTTグループCSR憲章」を指針として

地域通信事業

株主・投資家

国・行政機関

お客さま

同業他社・
業界団体

ビジネス
パートナー

（法人・個人）

社員地域社会 （社員・家族・OB）

長距離・国際通信事業

データ通信事業

移動通信事業

その他の事業

ステークホルダーの皆さまの期待や関心に向かい合いながら、
健全な企業活動を支え、推進していく「しくみ」と「指針」を策定。
グループ一体となってCSRを推進していきます。

NTTグループのステークホルダーとCSR
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NTTグループ企業倫理憲章
1.	経営トップは、企業倫理の確立が自らに課せられた最大のミッ
ションのひとつであることを認識し、率先垂範して本憲章の精
神を社内に浸透させるとともに、万一、これに反する事態が発
生したときには、自らが問題の解決にあたる。 

2.	部下を持つ立場の者は、自らの行動を律することはもとより、
部下が企業倫理に沿った行動をするよう常に指導・支援する。 

3.	NTTグループのすべての役員および社員は、国内外を問わず、
法令、社会的規範および社内規則を遵守することはもとより、
公私を問わず高い倫理観を持って行動する。
とりわけ、情報流通企業グループの一員として、お客様情報を
はじめとした企業内機密情報の漏洩は重大な不正行為であ
ることを認識し行動するとともに、社会的責務の大きい企業グ
ループの一員として、お客様、取引先などとの応接にあたって
は過剰な供授を厳に慎む。 

4.	NTTグループ各社は、役員および社員の倫理観の醸成に資す
るべく、機会をとらえ企業倫理に関する社員教育を積極的に実
施する。 

5.	NTTグループのすべての役員および社員は、業務の専門化・
高度化の進展に伴い発生が懸念される不正・不祥事の予防に
努めるとともに、NTTグループ各社は、契約担当者の長期配置
の是正や、お客様情報等の保護に向けた監視ツールの充実な
ど、予防体制の整備を徹底する。 

6.	不正・不祥事を知ったNTTグループのすべての役員および社
員は、上司等にその事実を速やかに報告する。

　また、これによることができない場合は、「企業倫理ヘルプライ
ン（相談窓口）」に通報することができる。なお、不正・不祥事を
通報した役員および社員は、申告したことによる不利益が生じ
ないよう保護される。 

7.	不正・不祥事が発生したときは、NTTグループ各社は、迅速か
つ正確な原因究明に基づく適切な対処によって問題の解決
に取り組むとともに、社会への説明責任を果たすべく、適時・
適確な開かれた対応を行う。

基本的な考え方
NTTは、お客さまや社会からの信頼にこたえ、ともに持続

的な発展を遂げていくために、NTTグループのコーポレー

ト・ガバナンスの強化を経営の重要課題として位置づけてい

ます。そして、（1）経営の健全性の確保、（2）適正な意思決定

と事業遂行の実現、（3）アカウンタビリティ（説明責任）の明

確化、（4）コンプライアンスの徹底、を基本方針としてコーポ

レート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

取締役会・監査役会の構成
NTTは、社外取締役2人を含む計12人の取締役が取締役

会を構成し、原則毎月1回開催する取締役会において、経営

に関する重要事項を決定および報告しています。

NTTは、監査役制度を採用しており、監査役会は社外監査

役3人を含む5人で構成しています。

幹部会議と各種委員会
NTTは、会社の重要な意思決定にあたっては、原則とし

て、社長、副社長、常勤取締役およびスタッフ組織の長で構

成する幹部会議において審議をしたうえで決定していま

す。幹部会議は週1回程度開催しており、2007年度は合計

36回開催しました。また、幹部会議のもと、NTTグループ各

社の経営戦略を課題ごとに議論する委員会を設置してい

ます。各委員会は、原則として社長・副社長を委員長とし、

必要に応じて関係する取締役なども参加しています。

内部統制システム
NTTは、グループ各社の業務の適正さを確保する体制と

して「内部統制システムの整備に関する基本方針」を取締

役会で決議し、規程や体制などのいっそうの整備に取り組ん

でいます。

米国企業改革法および金融商品取引法に基づく財務報

告に係る内部統制システムの信頼性についても、業務の文

書化整備を進め、テストを繰り返すことで、有効性の確認を

行っています。

監査役監査
NTTは、各監査役が取締役の業務の執行状況に関して適

宜監査を行っています。また、会計監査人などと定期的に監

査計画、監査結果の情報を交換するなど連携を密にし、監査

体制の強化に努めています。

内部監査
NTTは、内部統制室を中心に、グループ全社を対象とした

グループ統一的な監査、グループ各社の内部監査の取り組

み状況の確認などを行うことで、グループ全体の内部統制の

整備・運用状況を検証するとともに、業務改善の推進に努め

ています。

NTTグループ企業倫理憲章
NTTは、健全な企業活動を推進していくためには、法令を

遵守し、高い倫理観をもって事業を運営していくことが不可

欠という認識のもとに、2002年11月、「NTTグループ企業倫

理憲章」を策定しました。

憲章は、NTTグループに所属する全ての役員および社員を

対象に、企業倫理に関する基本方針と具体的行動指針を示し

ています。行動指針には、社会的責

務の大きな情報流通企業グループ

の一員として、不正や不祥事の防止

に努めること、企業内機密情報の漏

えいを防止すること、顧客やお取引

先との応接のさいの過剰な供授をな

くすことなど、公私を問わず高い倫理

観をもって行動することを記載して

います。

研修・意識調査の実施
NTTグループ各社は、策定した憲章を実効あるものとする

ために、社員向けの企業倫理・CSR研修などを実施するとと

もに、社員への意識調査も行っています。

相談窓口の設置
不正や不祥事の未然防止を図るために、各社ごとに社内

の申告・相談窓口を設けているほか、全グループ企業を対象

とした社外の申告・相談窓口「企業倫理ヘルプライン（相談

窓口）」を開設しています。

これら窓口では、2006年4月に施行された公益通報者保

護法などを踏まえて、NTTグループと取引関係のある会社か

らの申告も受け付けています。

選解任

選解任・監督

指示・報告等

選解任

NTT

取締役会

社長（幹部会議）

各種委員会

内部監査

人事・報酬委員会

内部統制室

監査 監査役会

会計監査人会計監査

業務執行部門

グループ
各社

● CSR委員会　● 企業倫理委員会
● ビジネスリスクマネジメント推進委員会など

連携

指示・報告

株主総会

お客さまや社会からの信頼にこたえ、ともに持続的な発展を遂げていくために、
コーポレート・ガバナンスの強化を経営の重要課題として位置づけています。

社会的責務の大きな情報流通企業グループの一員としての自覚を促す
「NTTグループ企業倫理憲章」を策定し、運用しています。

コーポレート・ガバナンスの強化、内部統制システムの構築 コンプライアンス体制の構築・推進

コーポレート・ガバナンス体制

信頼の基盤を確立するために、
そしてグループ各社の健全な発展を支えるために、
各種のマネジメント体制を強化し続けています。

グループCSRマネジメント

「NTTグループ企業倫理憲章」
のハンドブック
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情報通信分野における競争の激化など、NTTグループを取

り巻く経営環境が激変するなかで、大規模な地震が多発し不

測の事態が発生するなど、NTTグループ各社が抱えるビジネ

スリスクはますます増加しています。

NTTグループは、身近に潜在するリスクの発生を予想・予防

し、万一リスクが顕在化した場合でも損失を最小限に抑える

ことができるように努めています。その一環として、NTTは、グ

ループ一体となってリスクマネジメントに取り組んでいけるよ

う、共通のマニュアルを策定し、各社に配布しています。また、

グループ各社では、個々の事業内容や経営環境などに応じた

独自のマニュアルなどを策定し、ビジネスリスクのコントロー

ルに役立てています。

NTTは、「サイバーコミュニケーション総合研究所」「情報

流通基盤総合研究所」「先端技術総合研究所」の3つの総合

研究所を擁して、安心・安全で便利なブロードバンド・ユビ

キタスサービスの発展を支える基盤技術の創出、次世代ネッ

トワークの製品化に向けた研究開発の強化に取り組んでい

ます。また、研究成果を着実に事業に反映させていくために、

「総合プロデュース機能」を強化し、グループ各社との連携

や実用化開発に注力しています。

リスクの顕在化を防ぎ、万一リスクが顕在化した場合でも
損失を最小限に抑えることができるよう、予防や準備に注力しています。

3つの総合研究所で基盤的研究開発を推進するとともに、
グループ各社とともに実用化開発に注力しています。

人権を尊重しあう、差別意識や嫌がらせのない企業風土づくりに向けて
グループ一体となった組織的な人権啓発に取り組んでいます。

NTTグループは、人権を尊重し、豊かで明るい社会を築くた

めに、同和問題をはじめ、さまざまな人権問題の解決に努め

ることは、企業の重要な社会的責任であると考えています。ま

た、人権を尊重することは、CSRを推進し、全てのステークホ

ルダーの皆さまに誠実に対応していく前提でもあることから、

NTTグループ全体で組織的に人権問題に取り組んでいます。

具体的には、社員一人ひとりが人権問題を自分自身のこと

として捉え、いっそうの認識と理解を深め、あらゆる差別を「し

ない、させない、許さない」という強い信念をもって、日常業

務のなかで人権意識に根ざした事業活動ができるように、人

権啓発研修などを行っています。研修では、同和問題、障がい

者、高齢者、在日外国人、セクシュアル・ハラスメント、パワー・

ハラスメントなどの人権問題や、人権をめぐる国内外の潮流

に着目しつつ、幅広い視点から人権啓発を行っています。

また、NTTグループ各社では、集合研修やe-ラーニングを活

用した研修などを通じて、多面的・継続的に啓発活動を推進

するとともに、社員やその家族から「人権啓発標語」や「人権

啓発ポスター」などを募集し、入選作品をカレンダーにして配

布するなど、人権意識の高揚・定着に努めています。

知的財産の保護
NTTは、研究開発で得た成果を知的財産権で積極的に保

護し、事業の優位性を確保するとともに、産業界の発展に貢

献する技術や、標準化され社会で活用されている技術につ

いては広くライセンスを行い、成果の普及に努めています。

また、NTTは、事業で活用する技術について、第三者の知

的財産権を侵害することがな

いように、第三者権利調査を実

施するとともに、NTTグループ

各社と情報を共有することで、

知的財産権に関する法令の遵

守とビジネスリスクの低減を

図っています。

リスクマネジメント体制の構築・推進 基盤技術の研究開発

人権の尊重

研究成果

サービス提供

市場ニーズ・
技術要望 

NTT　R&D

●新サービス実現のための共通的基盤技術・基盤システム開発 　　●新原理、新部品などを生み出す基礎・要素技術 　　●学会活動、標準化活動 

基盤的研究開発

●応用システム開発　●カスタマイズ　など

応用的研究開発

NTT西日本NTT東日本 NTTコミュニ
ケーションズ NTTデータ NTTドコモ

webポータルホームセキュ
リティ・見守り

医療・
ヘルスケア オフィスICT データセンタブロードバンド

コミュニケーション 環境・防災

研究開発の体制

346

777

685

21

51

105

サイバーコミュニケーション総合研究所

情報流通基盤総合研究所

先端技術総合研究所

特許
（出願件数）

共同研究の
実積

各研究所の活動状況（2007年度）

グループCSRマネジメント

リスクマネジメントマニュアル

知的財産に関するwebサイト

人権啓発標語募集ポスター セクハラ防止ポスター

13 NTTグループ  CSR報告書 2008 14NTTグループ  CSR報告書 2008



Topics

Topics

NTTは、CSR推進に向けたマネジメント体制を明確にする

ために、2005年6月に副社長を委員長とする「CSR委員会」

を設置しました。

CSR委員会の設置にともない、従来の「地球環境保護推

進委員会」「社会貢献推進委員会」をCSR委員会の内部委員

会とし、体系的にCSRの推進を図る体制としました。さらに、

NTTグループとして一体的にCSR活動を行っていけるよう、

「グループCSR連絡会」を定期的に開催し、CSR委員会での

検討事項をグループ各社で共有するとともに、グループ各

社のCSR活動事例も共有するなど水平展開を図っています。

また、グループの共通課題に対して議論するなど、さらなる

CSRの推進に取り組んでいます。

基本的な考え方
NTTは、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆

さまに利益を還元していくことを重要な経営課題のひとつと

して位置づけています。また、株主・投資家をはじめとするス

テークホルダーの皆さまから適正に評価いただけるよう、積

極的な情報開示とIR活動による経営の透明性の向上に取り

組んでいます。 

株式の状況
1985年の民営化以降、6次にわたる政府売り出しなどを

経て、2008年3月末現在、約133万人（端株主を含む）の方が

NTT株を保有しています。

株主還元に対する考え方
NTTは、株主還元について、中期的に充実していきたいと

考えています。

配当については、安定性・継続性に配慮しつつ、業績動

向、財務状況、および配当性向などを総合的に勘案して実施

しており、2008年3月期については、1株あたりの年間配当金

を8,000円から9,000円に増配しました。2009年3月期の配当

については、通期では普通配当11,000円とする予定です。 

また、自己株式取得についても、市場動向などを踏まえ、

「CSR委員会」「グループCSR連絡会」などの会議を通じて
NTTグループの一体的なCSR活動を目指しています。

積極的な情報開示とIR活動を通じて、経営の透明性の向上に努めています。

2008年3月期の944億円の実施に引き続き、2009年3月期の

2,000億円を上限とした実施を決定しました。

情報開示とIR活動
NTTは、国内外の証券取引所（東京、大阪、名古屋、福岡、

札幌、ニューヨーク、ロンドン）に株式を上場するとともに、社

債（国内債、外債）発行による資金調達を行っています。この

ため、国内外の資本市場において、株主・投資家の皆さまと

の信頼関係を構築・維持していくことが重要であると考えて

おり、会社としての説明責任を果たし、適時・適切かつ公平

な情報開示に取り組んでいます。

株主・投資家の皆さまに経営に対する理解を深めていた

だくために、IR活動にも積極的に取り組み、経営幹部が直接

コミュニケーションを図る場として、株主総会のほかに各種

説明会（IRロードショー、経営戦略説明会、決算説明会、社

債投資家向け説明会など）を開催しています。また、自社の

Webサイトを活用したIRコンテンツについても内容の充実

を図っています。

NTTは、SRI評価機関から高い評価をいただいており、
2008年9月1日時点において、国際的なSRIインデックスであ
る、英国の「FTSE4Good Global Index」に組み入れられてい
るほか、国内の「モーニングスター社会的責任投資株価指
数」にも組み入れられています。

2008年2月5日にグループ各社のCSRや社会貢献の担当者が

一堂に会する「CSRワークショップ」を開催しました。NTTグルー

プ約20万人が「チームNTT」として一体となり、社会貢献活動を推

進していくために必要な意識の向上や体制の強化を、CSRワー

クショップ開催のねらいとしました。CSRワークショップでは、各

社の本業を通じた社会貢献活動などの共有にはじまり、身近な

事象からグローバルな問題に気付くことで、世界が密接に関わり

合っていることを再認識しました。そして、持続可能な社会づくり

には、具体的な課題に積極的に行動・参画をすることが大事であ

り、そのような「人づくり」が重要であることなどを、各社の本業を

通じた取り組みなどと照らし合わせて議論を展開しました。

当日は、NPO法人「持続可能な開発のための教育の10年」推進

会議（ESD-J）の事務局長 村上 千里氏を招き、講義をしていただ

くとともに、ワークショップなどを開催。チームNTTとして、グルー

プ社員が一体となって取り組む社会貢献活動について考える一

歩となりました。NTTグループは、引き続き、具体的な取り組みが

実現するよう、議論を深めていく予定です。

CSR推進体制 株主・投資家との対話

NTTグループ約20万人の力を結集する
「チームNTTの社会貢献活動」について議論を開始しています。

国内外のSRI（社会的責任投資）インデックス
から高い評価を得ています。

その他の法人
1.20％

※端株を除く
※「個人その他」の中には、自己株式を含む

証券会社
0.46％

政府および
地方公共団体
33.76％

個人その他
29.31％

外国法人など
22.55％

金融機関
12.72％

株式保有比率

取締役会

社長（幹部会議）

各種委員会

CSR委員会 グループCSR連絡会

CSR推進ワーキンググループ地球環境保護推進委員会

社会貢献推進委員会

企業倫理委員会

ビジネスリスクマネジメント推進委員会

※詳しくはP30を参照

NTTグループのCSR推進体制

グループCSRマネジメント

ワークショップの様子

NPO法人「持続可能な開発のための
教育の10年」推進会議（ESD-J）
事務局長　村上 千里氏
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──今回の座談会では、昨今の企

業活動を取り巻く社会情勢の変化

や、各社の事業内容を踏まえ、今

後、NTTグループとしてCSRをどの

ように推進していくべきかご意見

を伺いたいと思います。まずはじめ

に、グループのCSRの基本姿勢や現

状の課題などについてお聞かせく

ださい。

金澤 NTTグループでは、CSRの
基本を「本業を通じた社会的課題

への貢献」と考え、「NTTグループ

CSR憲章」に基づいてグループ各

社がそれぞれの事業内容に応じ

たCSR活動を展開しています。しか

し、近年は連結決算に見られるよ

うに、企業活動を「グループ」として

捉え、評価することがあたりまえの

こととなっています。また、電気通

信・ICTの分野では、「FMC※（Fixed-

Mobile Convergence）サービス」

に象徴されるように、固定・移動な

ど異なる通信手段の融合によって

新たなサービスを創出しようとい

う動きもあります。そうしたなか、

CSRにおいてもNTTグループ全体

としてシナジーを創出していけば、

より大きな社会的課題への貢献

を果たすことができるのではない

か、そう考えています。

──NTTグループのCSRを考えてい

くうえでは、グループ共通の事業ド

メインである情報通信インフラの構

築・運用において、どのように社会に

貢献できるかが基本になると思われ

ます。そこで、まずはこの観点から、

各社のご意見をお聞かせください。

古賀 ユビキタス社会の実現、す
なわち人々が必要な情報に“いつ

でも、どこでもアクセスできる環境”

の実現によって社会的課題の解決

に貢献するにはさまざまな形が考

えられますが、こうした社会を根底

で支えているのが有線・無線のブ

ロードバンド・ネットワークです。

NTT東日本は、NTT西日本ととも

に、有線インフラである光アクセス

網の整備を進めています。

高野 私どもNTTコムウェアは、そ
うした信頼性の高い通信インフラ

の構築を情報システム面でサポー

トしています。具体的には2008年

3月に首都圏と大阪府の一部で商

用サービスを開始したNGN（Next  

Generation Network）の基盤を支

えるミッションクリティカル※1なIP

ネットワーク※2の構築や、高付加

価値な情報サービスを実現する

ためのシステム開発やアプリケー

ション技術を「ICTソリューション」と

して提供しています。

写真・左から

NTT都市開発株式会社　常務取締役 若泉 征也
株式会社NTTファシリティーズ　代表取締役副社長 坂本 隆司
NTTコミュニケーションズ株式会社　代表取締役副社長 田村 正衛
東日本電信電話株式会社　代表取締役副社長 古賀 哲夫
日本電信電話株式会社　代表取締役副社長 金澤 薫
西日本電信電話株式会社　代表取締役副社長 井上 裕生
株式会社NTTドコモ　代表取締役副社長 松井 浩
NTTコムウェア株式会社　代表取締役副社長 高野 博明
株式会社NTTデータ　執行役員総務部長 十河 政史

※ 携帯電話を家の中では固定電話の子機と
して使えるなど、固定通信・移動通信の双
方の電気通信サービスを、同一の端末で
利用者に提供する形態。

※1 極めて高い信頼性や耐障害性、障害発生
時に被害を最小限に抑えるさまざまな機
能、万全のサポート体制などを備えること。

※2 インターネットの通信手順・通信規約を
利用して相互接続されたコンピュータ
ネットワーク。

信頼性の高い情報通信
インフラを基盤に、
社会的課題の解決に資する
サービスを提供していく

Theme1 
ブロードバンド・ユビキタスサービス

近年、情報通信分野では、固定通信と移動通信などを融合したブロードバンド・ネットワークをプラットフォー
ムとして、各種のコンテンツやソリューションを統合して、いままでにない新しいサービスを創出していく動きが
顕著となっています。こうしたなか、NTTグループは、グループ各社が適切かつ密接に連携しながら、新たなシ
ナジーの創出に注力するとともに、各社の知恵やノウハウを結集し、本業を通じて社会的課題の解決に貢献す
る「NTTグループのCSR」の推進を目指しています。そこで今回は、グループ各社のCSR担当役員が一堂に会し、
「NTTグループのCSRとは」「グループのシナジーをどう創出していくか」をテーマに座談会を開催しました。

座談会
グループ一体となって
CSR活動に取り組んでいくために特集
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田村 確かに、ネットワークのIP化
は安全で効率的なサービスを提供

していく鍵になると思います。その

観点から、NTT

コミュニケー

ションズでは、

国内長距離・

国際通信事業

に加えて、積極的にIPを用いたソ

リューションサービスをグローバル

に提供しています。

坂本 これからさらにネットワー
クのブロードバンド化、IP化が進

むとデータ量が飛躍的に増大し、

サービスの信頼性やセキュリティ

がますます重要性を増します。その

なかでNTTファシリティーズは、グ

ループ各社と連携しながら、データ

センタなどの建物や電源・空調シス

テム、情報通信システムを支える高

信頼性電源システムなどを「総合

エンジニアリング・サービス」として

提供しています。

松井 移動通信事業を担うNTTド
コモでは、ユビキタス社会のインフ

ラ基盤のひとつである無線アクセ

スサービスのブロードバンド化に

力を注いでおり、おかげさまで高速

データ通信サービスの「FOMAハイ

スピード」の全国人口カバー率は

98％を超えました。また、移動通信

と固定通信とのシームレスな連携

によって携帯ブロードバンド・アク

セスを実現するFMCサービスを、法

人向けだけでなく、2008年6月から

一般向けのサービス「ホームU」とし

て提供を開始しました。これにより、

自宅などのお客さまのブロードバン

ド環境を携帯電話で利用すること

を実現しています。

井上 NGNやFMCサービスの普
及は、ネットワークの信頼性を高

め、また世の中を豊かで便利にし

ていく多彩なサービス、コンテン

ツの登場を意味するわけですが、

加えて、これらは過疎化や地域格

差、少子高齢化といった諸問題の

解決に資する新たな社会インフ

ラ、新サービス

でもあります。

こうした観点

からもNTTグ

ループとして

のソリューションが提供していけ

たらいいですね。

若泉 そうですね。私どもNTT都市
開発は、NTTグループで唯一、不動

産事業を全国規模で担っています

ので、情報通信インフラ構築や情

報サービスの開発そのものには携

わっていないのですが、例えば新た

な分譲マンションやオフィスビルを

建設・販売する場合には、「Bフレッ

ツ」などのブロードバンドサービス

の引き込みや、高齢者や障がいの

ある方々にも快適かつ安心・安全

に暮らせるようなサービスを取り込

むことで、NTTグループのデベロッ

パーならではの住環境・オフィス環

境を提案するようにしています。

十河 ブロー
ドバンド・ユビ

キタスサービ

スがもつ社会

性についての

お話が出ていますが、私どもNTT

データでは、グループビジョンに

「ワークスタイル・イノベーション

宣言」を掲げており、テレワークに

よる在宅勤務制度を2008年度から

本格導入しました。現在、全社員の

2％にあたる約200人が制度を利

用しており、さらに拡大予定です。

ブロードバンド・ネットワークとい

う基盤を活用することで、社会の働

き方の変革、ダイバーシティの推

進にも寄与していけると思います。

──グループ共通の事業をもとに

CSRのシナジーを追求する一方で、

グループを超えて取り組むべきCSR

テーマとして「地球環境問題」への

対応があります。これについては皆

さんどうお考えでしょうか。

金澤 地球環境問題については、
2つのアプローチがあります。1つ

は、現在進めているユビキタス・ブ

ロードバンドサービスやICTを有効

活用して、社会全体の生産性やエ

ネルギー効率を高めていくこと。も

う1つは、事業活動にともなう環境

負荷をいかに低減していくかとい

う観点です。

坂本 社会全体のエネルギー効
率を高めていくという観点から言

えば、人々がいつでもどこでもコン

テンツやサービスを利用できるユ

ビキタス社会を実現していくこと

で、人やモノの移動が減少し、エネ

ルギー消費量やCO2排出量の削減

をすることができます。グループが

連携してユビキタス社会の実現を

目指すことは、それ自体、大きな社

会貢献になると思います。

松井 当社には、電力・ガス設備
などの監視制御や自動販売機の在

庫管理など「FOMAユビキタスモ

ジュール」を利用した遠隔での監

視・制御系のソリューションがあり

ます。このサービスを自動販売機

の遠隔在庫管理に導入されたお

客さまからは、

在庫状況が常

に把握できる

ことから、必要

な時に適正な

飲料積載量で輸送トラックを走ら

せることが可能となり、システム導

入前と比べ12.5％のCO2削減に役

立ったと評価いただいています。

金澤 皆さんの取り組みを踏まえ
て、NTTグループでは、環境負荷低

減策の柱のひとつに「ICTの有効活

用」をあげており、これによって2010

年までに社会全体のCO2排出量を

1,000万トン削減するビジョンを打

ち出しています。同時に、事業活

動におけるCO2排出量の削減もグ

ループ一体的に進めていかなけれ

ばなりません。いくら情報通信基盤

の整備を推し進めても、サービスを

提供する私た

ち自身の環境

負荷が高まれ

ば、それは真の

社会貢献とは

ならないからです。

坂本 ユビキタス社会が実現する
とデータトラヒック量が加速度的に

増大し、データセンタの拡張にとも

なって電力消費量も増大していき

ます。この問題は情報通信業界共

通の課題であり、現在もグループ各

社とともに対応を図っていますが、

今後はよりいっそうシナジーを意識

していく必要があります。当社では、

効率に優れた電源設備や空調シス

テムの活用はもちろん、最近は施設

の屋上緑化や太陽光発電システム

の導入などに力を注いでいます。

十河 確かに、データセンタの省
エネ推進という切り口はシナジー

を発揮しやすいですね。当社では

「グリーンデータセンタ」サービス

を開始しており、仮想サーバ※など

の新しい技術を導入することで既

存のリソースを最大限に効率活用

して処理能力を高めたり、太陽光

発電や高効率空調システムの導

入、NTTファシリティーズなどと省エ

ネ効果を高める給電システムの検

証を行っています。
※ 物理的なサーバ機は1台しかなくても、あ
たかも複数台のサーバ機があるかのよう
なコンピューティング環境の一つひとつを
指す。

「ICTの有効活用」と
「事業活動」の2つの観点
からCO2排出量を削減

Theme2 
地球環境問題への対応

座談会
グループ一体となって
CSR活動に取り組んでいくために

特集
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若泉 当社が開発・運営するオ
フィスビルにおいても、新築時ある

いはリニューアルの段階で省エネ

設備を積極的に導入しています。

また、近年、都

市部で大きな

問題となって

いるヒートア

イランド現象

への対策の一環として、NTTファシ

リティーズと共同で屋上緑化の実

証実験も行っています。

井上 当社では環境問題の施策
のひとつとして「もったいない」を

キーワードに、積極的に通信機器

類やパソコンなどのリサイクル、

リユースに取り組んでいます。グ

ループ各社とも同じような取り組

みを行っていると思いますが、NTT

グループ全体としてシステマチッ

クに連携を強めれば、さらに効果

的な展開ができるのではないで

しょうか。

田村 機器を新規に調達するさい
にも、これからは環境性能を重視し

て機器を選定する 「グリーン調達」

をよりいっそう推進していく必要が

あると思います。省エネ性能の高

い機器は、まだまだ高価で調達コ

ストはかさみますが、環境性能を

重視するNTTグループの姿勢を示

すことが、機器ベンダーに対しても

社会一般に向けてもいっそうの省

エネ推進を訴えるメッセージにな

るのではないかと思います。

高野 金澤さんが最初に仰った
2つの側面について、私は「開発の

側面」と「活用の側面」と呼んでい

ます。事業活動にともなう環境負

荷を低減していくために、NTTファ

シリティーズなどが取り組んでい

る電力装置の「開発」を一緒にやっ

ていくと同時に、事業活動にとも

なう環境負荷

を低減してい

く「活用」につ

いても、田村

さんが仰った

ようにNTTグループのなかで共通

テーマを決めて、打ち出していくこ

とで、社会に対してトータルなシナ

ジー効果をもたらすことができる

のではないでしょうか。

──ところで、このところ毎年のよう

に大きな地震が発生している事情

もあって、災害対策の強化が重要

な社会的課題としてクローズアップ

されています。災害時における情報

通信インフラの維持や迅速な復旧、

防災に関するノウハウやICTソリュー

ションの提供などもNTTグループの

社会的役割といえるのではないで

しょうか。

古賀 例えば、地震などで支店が
被災した場合、従来はその支店が

単独で復旧に取り組み、人手が足り

なければ要請に応じて周辺の支店

から応援に駆けつけていました。し

かし最近では、例えば東京の拠点が

被災したら、宮城、岩手、青森、山形、

秋田の5支店から応援を派遣すると

いった支援体

制を事前に決

めておき、それ

に基づいて復

旧訓練を重ね

ていますので、いっそう迅速な復旧

作業が可能になっています。

松井 大規模災害対策ではあり
ませんが、地元の警察の山岳救助

隊、山小屋の皆さまや遭難対策協

議会、スキー場などと連携して登

山やスキー場などでの遭難救助を

支援する試みも行っています。最

近では、遭難時の連絡手段として

約48％の方が携帯を使うそうです

が、山間部などでも電波の届きや

すい「FOMAプラスエリア」の電波

を山に向けて発信し、登山道など

をより広くエリア化することで、山

岳レジャーのさらなる安心・安全に

貢献することが期待されています。

金澤 NTTグループの各社は、以
前から災害対策基本法に基づく

指定公共機関として防災業務計

画を策定してきた実績があり、各

種の災害対策に関しては豊富なノ

ウハウを備えています。近年では、

そのノウハウを駆使して、さまざ

まな業界におけるBCP（Business 

Continuity Plan）、すなわち事業の

継続性を確保するためのソリュー

ションとして提供するケースも増え

ています。

坂本 確かに情報通信システム
が社会に不可欠のライフラインと

なった現在、BCPに対する関心は

非常に高まっています。例えば、建

物の耐震性をはじめ落雷や水害

対策、非常用

電源の確保な

ど、通信インフ

ラに携わる私

たちにとって

当然の対策が、最近ではいろいろ

な企業・組織において必要とされ

ているわけです。こうしたニーズ

にこたえてBCPソリューションを提

供していくことは、NTTグループに

とって有望なビジネスであると同

時に大きな社会的責任でもあると

思います。

金澤 NTTグループが携わる「通
信インフラ」は、電力やガスなどの

「エネルギーインフラ」や「交通イ

ンフラ」「金融インフラ」などの重

要インフラと密接な相互依存関

係にあります。そこで現在、わが国

ではこれら重要インフラの機能を

維持・復旧するためのCIP（Critical 

Infrastructure Protection）対策を

推し進めています。NTTグループも

こうした国の検討に参画し、国や

他のインフラ事業者と連携して、イ

ンフラの相互依存関係の分析や効

果的な対策の立案などに力を注い

でいます。

田村 国家レベル、地域レベルの
災害対策から、個別企業のBCPに

役立つソリューションまで、NTTグ

ループの災害対策は多岐にわたっ

ていますが、こうした取り組みに関

する情報発信をより強化し、多くの

方々にご利用頂くこともNTTグルー

プの社会への責任だと思います。

金澤 多くのステークホルダー
の方々に私たちNTTグループの活

動を知っていただくことによって、

もっといろいろなご意見ご要望、あ

るいはご批判などが寄せられるで

しょう。こうした声のなかにこそ社

会的な課題は潜在しています。グ

ループ全体としてシナジー効果を

発揮しながら、その期待にこたえ続

けていくことがNTTグループのCSR

だと思います。

長年蓄積してきた
災害対策のノウハウを
広く社会に提供

Theme3 
災害対策

座談会
グループ一体となって
CSR活動に取り組んでいくために
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光アクセスサービス「Bフレッツ」
（NTT東日本・NTT西日本）契約者数の推移

2008年3月末現在、NTTグループの光アク
セスサービス「Bフレッツ」の契約数は、
NTT東日本が約496万件、NTT西日本が
388万件となり、合計で884万件を突破し
ました。

光アクセスサービスの契約数が
全国で
884万件に

FOMA
ハイスピードの
全国人口
カバー率が
98％を突破

※1u-Japan政策
有線・無線といった区別のないシーム
レスなブロードバンド・ユビキタス
ネットワーク環境を整備し、さまざま
な社会的課題の解決に活用していく。

※2NGN:Next Generation 
Network
ブロードバンド・ユビキタス時代の通
信サービスのインフラとして開発・構築
が進められている次世代ネットワーク。
高速・大容量のIPネットワークを活用し
て、電話やインターネットはもとより、動
画配信、モバイル通信網との連携など、
さまざまなサービスが可能になる。

※3人口カバー率
サービスエリアの広がり具合を示す指
標のひとつで、市町村役場がエリア内
か否かという基準で計算される指標。

※4FOMAハイスピード
受信時に最大7.2Mbpsの高速パケッ
ト通信を可能にするサービス。

用語解説

FOMAハイスピードの全国人口カバー率が、
2008年3月に98％に達しました。

SaaSとは？
「Software as a Service」の頭文字をとった言葉
で、必要なソフトウェア機能をインターネットな
どを介して利用できるサービス。固有のシステ
ムを構築したり、ソフトウェアを購入・所有する
必要がないため、お客さまのコスト負担や運用
負担を軽減します。

金融製造 自治体小売

お客さま

SOHO学校病院 ・・・など

ソフトウェア、
アプリケーション

NGNとは？
電話、インターネット、テレビ電話、映像配信な
ど、さまざまなサービスをIP網で提供する次世
代の情報通信ネットワーク。国際標準に準拠し
た最先端の技術と通信品質を保証する「QoS」
技術を用いることで、高い信頼性・安定性を確
保します。

プラットフォーム

SaaS事業者

NGN

お客さまのメリット
最適なソフトウェアやアプリケーション
を、安価に、安全・快適に利用できます。

Saas事業者のメリット
プラットフォームを共用することで、コ
ストの軽減や他社との連携が容易にな
ります。

人と社会のコミュニケーション
NTTグループは、人と社会により豊かで便利なコミュニケーション環境を提供していくために、
人々の生活や企業活動の活性化をもたらし、また人口減少・高齢化社会における
さまざまな課題解決に役立つブロードバンド・ユビキタスネットワークの構築に力を注いでいます。

Close Up

NGN（Next Generation Network）は
どのような分野で利用されているのですか？

例えば、「SaaS市場」の拡大・発展に貢献しています

Q
A

2008年3月、NTTグループは世界に先駆けて構築を進

めてきたNGNの商用サービスを開始しました。

NGNは、従来のインターネットよりも高い品質や安全

性をもち、多彩なアプリケーションを自在に接続・連携さ

せることができるため、将来的には遠隔医療やテレワー

ク（在宅勤務）など、さまざまな分野への応用が期待され

ています。こうしたNGNの特長を生かして、現在、活発な

NGN利用が進んでいるのが“SaaS分野”です。

SaaSとは、必要なソフトウェアを「必要な時に、必要な

だけ利用できる」デリバリー・サービスのことで、NTTグ

ループはNGNを通じて、お客さまが安全にSaaSを利用

できる環境を構築しています。また、プラットフォームに

はSaaS事業者の開発・販売を支援する魅力的な機能を

用意するなど、お客さま、SaaS事業者双方の活発な利用

を促すことで、日本におけるSaaS市場の拡大・発展に貢

献しています。

総務省が進めている、シームレスなブロードバンド・ユビキ

タスネットワーク環境を実現する「u-Japan政策※1」を視野に

入れ、NTTグループでは、第3世代移動通信サービス「FOMA」

や光アクセスサービス、次世代ネットワーク「NGN※2」など、イ

ンフラ整備やサービスの開発・普及に力を注いでいます。

NTTドコモグループは、ブロードバンド・ユビキタス社会

を担うモバイルネットワークとして、第3世代移動通信サービ

ス「FOMA」の普及に力を注いでおり、2007年3月に全国人口

カバー率※3が100％に達しました。

また、音楽・動画コンテンツのダウンロードなど、モバイル

ネットワーク端末としての利便性をいっそう高めるために、

高速データ通信サービス「FOMAハイスピード※4」の利用エ

リアを全国主要都市に拡大しています。

今後もサービスエリア拡大とともに、国際サービスなどに

対応した先進的な端末の開発やFOMAサービス網のさらな

る高速・大容量化、通信品質の向上などを進めていきます。

NTTグループは、ブロードバンド・ユビキタス社会の実現

に不可欠なインフラとして、高速・広帯域の光アクセスサー

ビス「Bフレッツ」の普及を進めています。

高速・広帯域の光アクセスサービス
「Bフレッツ」の普及を推進

ユビキタス社会を支える
ネットワークインフラの整備

社会的課題の解決に貢献する
インフラ整備やサービス開発に注力

第3世代移動通信サービス「FOMA」の
全国人口カバー率※3が100％に到達

国・
行政機関

ビジネス
パートナーお客さま

主な
ステークホルダー
の皆さま

株主・
投資家

人
と
社
会
の
コ
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ュ
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人と社会のコミュニケーション

ブロードバンド・ユビキタス社会の創造
NTTグループは、ブロードバンド・ユビキタス社会の実現を目指して、
第3世代移動通信サービス「FOMA」や光アクセスサービス「Bフレッツ」などの高速・広帯域のインフラの整備に注力するとともに、
次世代ネットワーク「NGN」の普及や、NGNを活用した新たなサービスの開発に力を注いでいます。
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NTTサービスインテグレーション基盤研究所
とNTTコミュニケーションズは、九州大学とと
もに、総務省の「国際情報通信ハブ形成のた
めの高度ICT共同実験」（2005年～2007年）の
一環である、日本－タイ間の遠隔医療実証実
験に参加しました。実証実験では、高度医療・
診断技術の遠隔指導や遠隔手術ロボットによ
る遠隔手術を実施しました。

日本－タイ間の
遠隔医療
実証実験に参加NTTサイバーソリューション研究所は、NTTレゾナントが運営

する「goo」内に設置された「gooラボ」で、さまざまな次世代
ポータル技術の実証実験を実施しています。

NTT未来ねっと研究所は、2007年3月、1本の光ファイバで毎秒20テラビット（テラは1
兆）の超大容量データを240kmの長距離まで伝送する実験に成功しました。この
20Tbpsという値は、ハイビジョン映画約200本相当のデータを1秒で転送できる速度
で、昨年の14Tbitからさらなる更新となりました。

NTTコミュニケーション科学基礎研究所は、遠く離れた利用者同士でも、まるで同じ
部屋にいるような感覚「同室感」を提供しながらコミュニケーションできる未来の電
話「t-Room」を開発し、「NTT R&Dフォーラム2008」に出展しました。

どれみる？マップ
ブログ上の語句出現パターンを分析した「コンテンツの注目
度」や、各コンテンツの属性を表現した「アイコン」などを
Webコンテンツの画面上で自動的に示すことで、イベント会
場などをインターネット上でバーチャル体験できる「どれみ
る？マップ」。gooラ
ボでは2007年度、こ
の技術を用いて「第
40回東京モーター
ショー2007」の会場
をバーチャル体験す
る実証実験を公開し
ました。

次世代ポータルサイトの
実証実験を実施

世界最大容量毎秒20Tbitの
光伝送を実現

離れていても
“同室感”を
得られる電話

※NGNフィールドトライアル
NGNの本格的なサービス導入に先立ち、ほぼ同等の機能を備えたネットワークを構築し、サービス開始に向けた技術確認とトラ
イアルユーザーからの要望把握を行った。

用語解説 企業や自治体、医療機関などに向けて、健康診断や保健指導業務の効率
化をサポートする健康管理支援システム「HELSMEK」を提供しています。

健康診断などの
効率化に役立つ
健康管理支援
システムを開発

NTTアイティは、「職場の対人関係」や「働きがい」
など、ビジネスパーソンの心の健康状態をWeb上
で簡単に自己チェックできる「ストレスチェック
Webシステム」を提供しています。健康状態の結
果は、回答者にアドバイスとともにメールで送ら
れます。

Web上で
心の健康状態を
自己チェック

NTTグループは、サービス創造グループを目指して、ブ

ロードバンド・ユビキタスサービスを実現する技術革新に

取り組んでいます。これまでに、さらなる高速・大容量伝送を

可能にする光伝送技術や、高品質・高信頼を支える品質・セ

キュリティ技術などで成果をあげてきました。

また、ハイビジョン映像配信など高精細映像サービスや

放送・広告・音楽などのコンテンツ配信を実現する基盤技術

の研究開発や、著作権管理・配信など、電子商取引やコンテ

ンツ流通ビジネスの実現に不可欠な共通機能を備えた情報

流通プラットフォーム技術の研究にも取り組んでいます。

NTTサイバーソリューション研究所は、「NGN」を利用した

サービスのプラットフォーム技術を研究しています。2007年

度は、「NGNフィールドトライアル※」の成果を踏まえて、ハイ

ビジョン映像配信サービス、IP再送信サービスの商用化実

験を実施しました。実験結果は、NTTグループのプロバイダ

「NTTぷらら」が2008年3月末から開始した「ひかりTV」商用

サービスに生かされています。

近年、医療レベルの地域格差の拡大や、医療環境が十分

に整っていないために、医師への技術伝承が円滑に進まな

いといった深刻な問題が顕在化しています。

NTTグループは、ICTを活用して、全ての人々が安心して医

療を受けられるよう、住民の自宅と医療機関を次世代ネット

ワークで結び、映像を使って健康チェックや問診を行う「遠

隔医療」の実現に向けた情報通信システムの開発に取り組

んでいます。また、地域の病院不足を補うために、高機能総

合病院と診療所などをネットワークでつなぎ、病院間の効率

的な機能分担や「遠隔診断」などを実現する情報通信技術の

プラットフォームづくりに取り組んでいます。

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の予防、改善

が大きな関心事項となるなか、2008年4月から「特定健康診

査・保健指導」が始まりました。

NTTドコモは、オーダーメイド創薬

（株）様と協業し、2008年4月から、携

帯電話を活用した特定保健指導や健

康に関するコンテンツ提供サービス

を開始しました。携帯メールを活用し

て指導を行うことで、指導対象者は都

合のよい時間にどこでも指導を受け

られるようになります。

携帯画面による
健康指導コンテンツ

次世代の通信ネットワーク技術の開発

ブロードバンド・ユビキタスサービスを
支える通信ネットワーク、
基盤技術を開発

ハイビジョン映像配信を実現する
プラットフォーム技術を研究

さまざまな医療サービスを支援

「遠隔医療」「遠隔診断」の実現に
向けた情報通信システムを開発

メタボリック・シンドロームの
予防・改善対策を携帯メールで支援

株主・
投資家

ビジネス
パートナーお客さま 株主・

投資家
ビジネス
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人と社会のコミュニケーション

ブロードバンド・ユビキタス社会の創造
人と社会のコミュニケーション

ICT（Information Communication Technology）の有効活用
NTTグループは、高精細な映像データなどが容易にやりとりできるブロードバンド・ネットワーク環境を基盤に、
ICTを有効活用して「遠隔医療」や「遠隔診断」、「健康管理」に役立つサービス、
高齢者が安心して生き生きと暮らせるサービスなどを開発し、広く社会に提供しています。
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「あんしんテレちゃん」サービス概念図

通信
回線

①見守られる方のガスメー
ターの数値を、通信回線
を使って一定周期でセン
ターから検針します。

②数値をセンタで受
信したらガス使用
量の計算を行い
ます。

③ガスの使用量をあらかじ
めご指定いただいたご家
族の携帯電話などへメー
ルでお知らせします。

見守られる方
（離れて暮らすご家族）

ガスメーター

見守る方の
携帯電話

センター メール

NTT西日本グループのNTTネオメイトが運営する「デジタル地図バーチャ
ルファクトリ」は、デジタル地図の作成・編集業務を、ブロードバンドネット
ワーク経由で遠隔地の集合オフィスや在宅のテレワークスタッフが手がけ
る“仮想工場”です。2003年7月の開設以来、障がいのある方や育児中の方
など、通勤が困難な方々の就労機会の拡大に貢献しています。

NTTクラルティは、NTTグループの特例子会社※※の立場から、広く社会に向
けて障がい者の雇用促進・就労促進に役立つ情報提供を行っています。
2007年度は、長野市役所や視覚障害者就労生涯学習支援センター、国立
身体障害者リハビリテーションセンター、高齢・障害者雇用支援機構など
で、社長や視覚障がいのある社員が講演を行いました。

通勤が困難な方のための
“仮想工場”を運営

NTTアイティは、テルウェル東日本と
協業して、2006年4月から、介護予防
のためのプログラムをビデオ会議や
映像配信のシステムを自治体や介護
事業者にASP（Application Service 
Provider）方式で提供する「はつらつ
製造器」サービスを提供しています。
2007年5月からは、「転倒骨折」や「尿
失禁の予防」「口腔機能や足腰の機能
ケア」に加えて「認知症予防」と「低栄
養予防」のプログラムを追加しました。

NTT東日本グループのNTTテレコンは、高齢者世帯のLPガ
ス使用量を遠隔地にいる家族などにメール通知すること
で、安否確認に役立てていただくサービス「あんしんテレ
ちゃん」を提供しています。

ユニバーサルデザイン商品の紹介
や体験コンテンツなど障がい者や
高齢者の方に役立つ生活情報を発
信するポータルサイト「ゆうゆうゆ
う」の2007年度のページビューが
38万件を突破しました。

映像プログラムで介護予防を支援

高齢者世帯の
安否を遠隔地から把握

障がい者雇用・就労促進に
関する講演を実施

障がい者や高齢者のための
生活情報発信サイトの
年間ページビューが
38万件を突破

※特例子会社制度
障がい者の雇用促進のために導入された制度。企業に対する障がい者雇用義務の特例として、障がい者に配慮した子会社を設
立することで、その子会社の雇用分を、親会社と一定の基準を満たした他の子会社の実雇用率に算入できる。

用語解説

NTTグループは、高齢者の方々が日々安心して暮らせる社

会の実現に向けて、最先端のICTを活用した新たな生活サ

ポートサービスの実用化や、ユニバーサルデザインを活用

した製品や店舗づくりなどに積極的に取り組んでいます。

NTTサイバーソリューション研究所は、ICTを活用して人の

「次の動作を予測する能力」を実現する「マルチセンサ情報

処理エンジン」をベースに、NTT東日本関東病院と「転倒転

落事故予防システム」を共同研究しています。

これは、複数のセンサをベッドに設置して、患者の頭や

肩、腕、足など各部位の動作などを24時間体制で把握して患

者の起きあがり動作を事前予測するシステムです。起きあが

り動作を感知した場合は、ナースコールを自動的に鳴らし、

事故を未然に防ぎます。

NTT グループは、年齢や障がいの有無などに制約されな

い就労機会を確保し、雇用流動性をいっそう拡大していくた

めに、ICTを有効活用して「テレワーク」や「SOHO/在宅勤務」

などの新たな就労形態の創出を図るとともに、求人・求職情

報の流通促進に力を注いでいます。

高い人材を、 NTTコミュニケーションズのプロバイダ「OCN」の

在宅コールセンタースタッフ「CAVA（キャバ＝.com Advisor & 

Valuable Agent）スタッフ」に登用（契約）しています。

2007年度下期から、CAVAスタッフの募集や研修の回数を

倍増させるとともに、研修にインターネットを利用した在宅研

修を導入するなど、全国的な研修受講機会の拡大を図りまし

た。その結果、2007年度の新

規契約者に占める60歳以上

の比率は10％で2006年度の

約2倍となり、団塊世代の大

量退職などに対応した高齢

者の就労機会拡大にもつな

がりました。

NTTラーニングシステムズは、NTTクラルティとともに、

Webサイトなどのユニバーサルデザインを普及していくため

の通信教育講座「Webアクセシビリティ～誰もが使える優し

いサイトへ」を開発し、2008年3月から販売を開始しました。

NTT Com チェオは、インターネットやパソコンの設定・ 操

作などに関する研修・認定試験を実施し、合格したITスキルの 在宅コールセンタ－スタッフ

高齢者や障がい者が安心して
生活できる環境づくり

行動予測技術を活用した
「転倒転落事故予防システム」を開発

就労機会の拡大

ICTを活用した「テレワーク」など、
新たな就労形態を創出

ICTとユニバーサルデザインを
活用して高齢者の暮らしをサポート

ユニバーサルデザインを
学習できる通信教育講座を開発 「OCN」の在宅コールセンター

スタッフとして、団塊世代などの
就労機会拡大を推進
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人と社会のコミュニケーション

ICT（Information Communication Technology）の有効活用
人と社会のコミュニケーション

社会参画の拡大に向けた取り組み
NTTグループは、ICTを活用して、テレワークの場やWebサイトを使った技能向上のための研修プログラムを創出・開発することで、
高齢者や障がい者など多様な人々に就業や社会参画の機会を提供しています。
また、そうした社会参画を促すための講演なども積極的に行っています。
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ネットワーク
データセンタの
省エネ対策

オフィス、物流での
省エネ促進

製品・サービスによる
環境負荷の低減

森林保護活動

自然エネルギー
導入促進

NTTグループ自身の事業全体での
CO2排出量削減

NTTグループが提供する
サービスによる社会全体の

CO2排出量削減

人と地球のコミュニケーション
NTTグループは、情報通信サービスという社会全体に携わる事業を展開する企業グループとして
自らの事業活動はもちろんのこと、社会全体の環境負荷を視野に入れた環境保全活動に取り組み、
“地球環境にやさしいコミュニケーション環境”の構築を目指しています。

Close Up

地球温暖化防止に向けて、
どのような取り組みを進めていますか？Q
「2つの観点」からCO2排出量の削減に取り組んでいますA

テムを、NTTの研究所やグループ各社の通信設備、データ

センタ、オフィスビルに順次導入して、エネルギー利用に

ともなうCO2排出量を抑制しようというものです。

これに合わせて、有限責任事業組合「NTT－グリーン

LLP」を設立し、グループ各社のソーラーシステム導入を

促進することを目指しています。また、グループ内での運

用経験を生かして、将来的にはグループ外への拡大など、

自然エネルギーの普及活動に取り組んでいく計画です。

NTTグループは、地球温暖化防止を環境活動における

最重要テーマとして捉え、「グループ各社の事業活動にと

もなうCO2排出量削減」「製品・サービスの提供を通じた

社会全体のCO2排出量削減」という2つの観点から、さま

ざまな活動を展開しています。

その一環として、2008年5月にはソーラーシステムなど

の自然エネルギー利用を促進する「グリーンNTT」を開始

しました。これは2012年までに5MW規模のソーラーシス

NTTグループ地球環境憲章

基本理念
人類が自然と調和し、未来にわたり持続可能な発展を実現するため、
NTTグループは全ての企業活動において地球環境の保全に向けて最
大限の努力を行う。

基本方針
●法規制の遵守と社会的責任の遂行
●環境負荷の低減
●環境マネジメントシステムの確立と維持

●環境技術の開発
●社会支援等による貢献
●環境情報の公開

NTTグループ環境貢献ビジョン

NTTグループはブロードバンド・ユビキタスサービスを中心とするICT
サービスの開発・普及によってライフスタイルやビジネスモデルの変
革を促し、お客さまや社会の環境負荷の低減に貢献します

2010年の指標
［ICTサービスにより削減されるCO2量］－［ICTサービスの提供に伴う
CO2量］＝CO2削減量1,000万トン

2010年に向けた活動内容
①環境負荷低減に資するライフスタイル・ビジネスモデルを実現する光
アクセス利用者の拡大
②ブロードバンド・ユビキタスサービスの拡大
③事業活動に伴う環境負荷低減
④お客さまの通信機器電力削減

NTTグループは、1999年に地球環境保護に関する基本理

念と方針を明文化した「NTTグループ地球環境憲章」を制定

しました。この地球環境憲章では、グループの事業活動と地

球環境保護の両立が必要であるという基本認識のもと、温暖

化防止、廃棄物削減、紙資源削減を重要な活動と位置づける

とともに、2010年までの「NTTグループ主要行動計画目標」

を定めています。

さらに2006年5月には、「NTTグループ環境貢献ビジョン」

を策定し、ICTサービスの提供を通じてお客さまと社会全体

の環境負荷低減に貢献するための基本的な考え方、2010年

時点でのCO2削減量の指標値、活動内容を定めています。

2007年度は、NTTグループの主要なICTサービスである

Bフレッツ、フレッツ・光プレミアム、およびFOMAをご利用

いただいたことで、社会全体で約420万トンのCO2削減効果

（NTT試算）がありました。

NTTグループの事業活動には、「多数の製品を調達する」

「研究開発部門を保有している」「多くの建物を保有してい

る」という特徴があります。これら3つの特徴を踏まえて、いっ

そう効果的な環境負荷低減を推進するために、それぞれに

ついて独自の「グリーンガイドライン」を設定。NTTおよび各

グループ会社では、このガイドラインに沿って事業活動に取

り組んでいます。

NTTグループは、CSR活動全体を推進していくために2005

年に「CSR委員会」を設置。これに合わせて、グループ全体の

環境保護活動を推進する「NTTグループ地球環境保護推進

委員会」をCSR委員会のもとに位置づけました。

同委員会は、「温室効果ガス削減」「廃棄物処理・リサイ

クル」「環境ICT」という課題別にわかれた3つの委員会とグ

ループ横断的なプロジェクトを統括し、基本方針の立案や目

標管理、課題の解決にあたっています。

独自の「グリーンガイドライン」を設定・運用

グループ共通の憲章・ビジョンを策定

グループを横断する
環境マネジメント体制を構築

支援

メンバ
派遣

温室効果ガス
削減委員会

廃棄物処理・
リサイクル委員会

社長

支援

取締役会 CSR委員会
委員長：
NTT副社長

課題別委員会

プロジェクト

環境ICT委員会

環境コンサル等
支援協力プロジェクト

環境会計連結集計
プロジェクト

NTTドコモ 社会環境推進部

NTTファシリティーズCSR推進室

NTTデータ 環境保護推進室

NTTコミュニケーションズ
環境保護推進室

NTT西日本 環境経営推進室

NTT東日本 環境対策室

NTT 環境推進室

グ
ル
ー
プ
会
社

NTT情報流通基盤総合研究所・
環境経営推進プロジェクト
NTT環境エネルギー研究所 など

NTTグループ
地球環境保護推進委員会
委員長：NTT環境推進室長

NTTグループ地球環境保護推進体制
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基本方針とマネジメント体制
NTTグループは、事業活動と環境保護活動の両立を主旨とする「NTTグループ地球環境憲章」を1999年に制定するとともに、
2010年までの行動計画を設定しました。この方針・計画に基づき、グループ全体の環境保護活動を推進するとともに、
グループ各社が連携して課題の解決にあたっています。
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NTTグループは、環境保全への取り組みを効率的かつ効

果的に推進するために、2000年度から環境会計を導入し、

事業活動における環境保全のためのコストと、その活動に

よって得られた効果の定量的な把握に努めています。2007

年度は、リサイクルに積極的に取り組んだ結果、2006年度に

比べ資源循環コストが約9.1億円増加しましたが、廃棄物リ

サイクル量を約10万トン増加させることができました。さら

にリユースによって274.1億円の費用を削減しました。

NTTグループは、今後も自らの環境活動を定量的に把握、

分析することによって、さらに効率的・効果的な環境経営を

目指します。

1.集計対象範囲
NTT、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTデータ、NTTドコモ
およびそれらのグループ会社（計192社）の環境会計データを集計しています。

2.集計対象期間
2007年度分のデータは、2007年4月1日～2008年3月31日
2006年度分のデータは、2006年4月1日～2007年3月31日 

3.集計方法
●NTTグループ環境会計ガイドラインに基づいて集計しました。このガイドライ
ンは、環境省の「環境会計ガイドライン2005年版」に準拠しています。

●環境保全コスト（貨幣単位）と環境保全効果（貨幣単位および物量単位）を集計
しました。
●環境保全コストは、環境投資と環境費用に分けて集計しました。また、2003年
度より減価償却費を環境費用に組み入れました。環境費用には人件費も含ん
でいます。

●省エネルギー施策によるCO2排出削減量は、施策を行わなかった場合の予測
排出値（成り行き値）との差分により算出しています。

環境会計

NTTグループ主要行動計画目標※1（2010年の目標）の達成度

環境投資（億円）環境費用（億円）
2006年度2007年度 2006年度2007年度2006年度2007年度2006年度2007年度

経済的効果（億円） 物量効果（万トン）環境省ガイドライン分類

省エネルギーによる費用削減

リサイクルにより得られた収入額

撤去通信設備のリユースによる費用削減

オフィス廃棄物のリユースによる費用削減

  

リサイクルにより得られた収入額

電子化にともなう郵送費削減額

省エネルギー施策によるCO2排出削減量

撤去通信設備リサイクル量

建築廃棄物リサイクル量

土木廃棄物リサイクル量

オフィス廃棄物リサイクル量

その他リサイクル量

お客さま通信機器などの回収量（万個）

（1） 事業エリアコスト

 ●公害防止コスト

 ●地球環境保全コスト

 ●資源循環コスト

（2）上・下流コスト

（3）管理活動コスト

（4）研究開発コスト

（5）社会活動コスト

（6）環境損傷コスト

 合計

75.3

2.0

71.8

1.4

0.0

0.8

61.7

0.4

0.0

138.2

198.1

9.5

41.2

147.5

47.8

49.1

127.3

1.6

0.0

423.9

247.8

14.1

95.3

138.4

48.1

49.8

148.1

1.4

3.0

498.2

52.9

1.2

46.6

5.0

0.1

0.2

119.3

0.0

0.0

172.5

35.1

104.2

274.0

0.1

6.3

40.8

460.5

42.5

72.6

216.8

0.4

4.5

30.1

366.9

5.1

23.2

21.6

14.1

2.9

1.7

942

5.3

25.3

25.5

16.6

4.6

1.5

1247

環境会計

●通信系事業会社全体の契約数あたりのCO2排出原単位を1990年を基準として35％以上削減する
（通信系事業会社：NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTドコモ）

省エネ性能に優れた通信機器の導入や効率的な設備構築・運用に努めたこと、CO2排出量の集計を精査し、グループ間の重複を是正したこと、電力使用量
からCO2排出量への換算係数※2が改善したことなどにより、原単位削減率は前年度より改善しました。
2008年度に省エネ法、温対法が改正され、今後、企業単位のエネルギー（CO2排出量）の管理義務が生じることになります。NTTグループでは集計範囲の見直
しや、新たな目標設定の検討、削減対策のいっそうの推進など、法改正への対応を進めていく予定です。

温暖化防止※1 廃棄物削減

目
標

具
体
的
な

取
り
組
み

実
績（
グ
ラ
フ
）

●ソリューション系事業会社全体の売上高あたりのCO2排出原単位を1990年を基準として25％以上削減する
（ソリューション系事業会社：NTTデータ、NTTコムウェア、NTTファシリティーズなど）

●TPR（トータルパワー改革）運動による電力削減（→p.34）
●物流・営業活動におけるCO2排出量の削減（→p.34）

通信系、ソリューション系事業会社
それぞれのCO2排出原単位の削減率は改善しました。

紙資源削減

●最終廃棄量を1990年レベルの15％以下に削減
する

●純正パルプ総使用量を1990年比の80％以下に削減する

●廃棄物のリデュース、リユース、リサイクルによる最終
廃棄量の削減（→p.37）

●電話帳リサイクルによる紙資源削減（→p.37）
●インターネットビリングサービスなどによる紙資源削減（→p.37）

廃棄物の排出量は、IP関連設備や第三世代携帯基地局の増設などによ
り、前年に比べて増加していますが、リサイクル率の向上により、最終廃
棄量は3.1万トンとなり、削減目標をクリアしました。

最終廃棄量は削減目標をクリアし、
前年に比べて減少しました。

事務用紙の純正パルプ使用量が、製紙メーカーによる古紙パルプ配合率の実態との
乖離による影響で大幅に増加しました。
電話帳においては、古紙パルプ配合率の実態との乖離は無く、純正パルプ使用量は
2.1万トンまで削減しました。
純正パルプの総使用量は3.2万トンとなり微増しましたが、削減目標はクリアしました。

純正パルプ総使用量は削減目標をクリアしましたが、
前年に比べて微増しました。

通信系事業会社における
CO2排出原単位の削減率（1990年基準）

ソリューション系事業会社における
CO2排出原単位の削減率（1990年基準） 事業活動に伴うCO2排出量 最終廃棄量と排出量 純正パルプの使用量

※2 電力使用量からCO2排出量への換算係数は、2003～2004年度は0.378kg/kWh、2005年度は0.555kg/kWh、2006～2007年度は電気事業者別排出係数を使用しました。
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※ 2006年度より請求書を集計対象として追加しました。

※1 温暖化防止目標の達成度については、2008年から2012年の5年平均で評価します。
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2007年度の目標と実績・評価
2010年までの環境負荷低減目標などを定めた「NTTグループ主要行動計画目標」を達成するため、
NTTグループは、毎年、「温暖化防止」「廃棄物削減」「紙資源削減」という3つのテーマについて
数値目標に対する達成度を分析し、改善のための施策に生かしています。
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共同配送イメージ

A社
最適配車

集荷

大型車

B社 C社

ロジスコAセンタ管内

ロジスコ
Aセンタ

送付先A
最適配車

配送

送付先B 送付先C

ロジスコBセンタ管内

ロジスコ
Bセンタ

社用車554台を
ハイブリッド車、
天然ガス車に切り替え
（2008年3月31日現在）

NTTグループ157社が
「チーム・マイナス6％」に参加（2008年3月27日現在）

※ 直流給電化
電力会社から供給される電流を電子機器に使用するためには「交流電圧」「直流電圧」への変換が必要となる。この変換処理にと
もなって発生する電力ロスを低減するため、変電設備が取り込んだ電気をそのまま各フロアに直流電圧として給電する方法。

用語解説

社用車を運転する社員の
「エコドライブ講習会」を開催

NTTロジスコは、複数のお客さまの貨物
を1つの車輌にまとめて混載・配送する
「共同配送」を徹底し、物流効率を高める
とともに、トラック輸送に比べてCO2排出
量が少ない鉄道・フェリーで貨物を輸送
する「モーダルシフト」を推進しています。

「共同配送」
「モーダルシフト」で
貨物配送時の
CO2排出量を抑制

NTTグループは、事業活動の各プロセスで定量的・定期的

な環境負荷の把握に努めるとともに、主要行動計画目標に

おいて温暖化防止、廃棄物削減、紙資源削減の具体的な数

値目標を定め、環境負荷低減に取り組んでいます。

CO2排出量については、総排出量360万トンのうち約98％

にあたる353万トンが、運用における電気使用などにともな

うものです。

廃棄物については、総排出量78.2万トンのうち約94％に

NTTグループのCO2排出量の90％以上は、オフィスや通信

設備の電力使用にともなうものです。この電力消費量を減ら

し、CO2の排出をできるだけ抑えるため、NTTグループは「TPR

（トータルパワー改革）運動」と名付けた電力削減対策にグ

ループ一丸となって取り組んでいます。

TPR運動では、全国のビル4,000棟におけるエネルギーマ

ネジメントの推進、エネルギー効率の高い電力装置や空調

装置の導入・更改、サーバ・ルータなどのブロードバンド関

連装置への直流給電化※による低消費電力の推進のほか、

太陽光発電、風力発電などクリーンエネルギーシステムの

設置に努めています。これらの取り組みによって、2007年度

はグループ全体で2006年度比1.33億kWhの電力消費量を

削減しました。

さらに、太陽光発電などの自然エネルギー利用を促進す

る施策として「グリーンNTT」を立ち上げ、有限責任事業組合

「NTT-グリーンLLP」の設立を柱に、2012年までに5MW規

模の太陽光発電システムの導入を進める計画です。

あたる73.5万トンをリサイクルしています。さらに1.6万トン

の減量化（焼却）により、最終廃棄（処分）量を3.1万トンまで

削減しています。

紙資源については、NTTグループは電話帳を全国で年間

1億1,297万部発行しており、その紙使用量は、わが国全体

で使用される紙の約0.2％にあたる6.5万トンにのぼります。

そのうち純正パルプ使用量は2.1万トンです。

事業活動にともなうCO2排出量の削減

電力消費量削減への取り組み

社員
（社員・家族・

OB）

ビジネス
パートナーお客さま

主な
ステークホルダー
の皆さま

メーカー 法人

個人製紙会社

サプライヤー NTTグループ お客さま

CO2総排出量
360万t

水使用量（上下水合計）
1,387万m3

ガス使用量
5,279万m3

サービス・
商品の提供
●ダイナミックエコマーク商品
207品目
・ビジネスホン やビジネスファクス
・家庭向けの電話機やファクス
・VoIPゲートウェイ など

●パソコンなどのリユース

運用
電気使用などに
ともなう
CO2排出量 

353万t -CO2

工事
●コンクリート電柱
●交換装置類
●コンクリート塊 
●ガラス
●陶器くず
●廃プラスチック類
●石膏ボード 
●発生土
●通信ケーブルの
リユース長 709km

物流
社内物流※に
ともなう
CO2排出量

 0.4万t -CO2

研究開発
研究開発にともなう
CO2排出量 

7.0万t -CO2
調達

※ 社内物流
NTTグループ各社内における物流のことで、
物流の出発点と到着点が自社のものを指す。

リサイクル
携帯電話のリサイクル率100％

回収
お客さま通信機器・電池、
付属品（充電器など）などの回収数 1,247万個

電話帳印刷用紙使用量 6.5万t 新電話帳お届け 1億1,297万部

古電話帳の回収量 3.4万t古紙配合率 68.2%

電話帳クローズドループリサイクル

撤去通信設備リサイクル 25.3万t
建築廃棄物リサイクル 25.5万t
土木廃棄物リサイクル 16.6万t
オフィス廃棄物リサイクル 4.6万t
その他   1.5万t

最終廃棄（処分）量
3.1万t

減量化（焼却）量
1.6万t

リサイクル量
73.5万t

廃棄物量

燃料使用量
4.4万kl

電力使用量
85.4億kWh

純正パルプ使用量
3.2万t

5MW

（MW）

（年）

1.8MW

2008

LLP設置

NTTグループ
各社設置

グループ外への拡大
  グループ外からの
  出資受入れ

5MW

2012

自社ビルなど
への設置

「グリーンNTT」によるソーラーシステムなどの導入イメージ
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地球温暖化への対策
NTTグループは、温室効果ガスの排出量を減らし、低炭素社会を実現するために、
事業活動にともなって発生するCO2排出量の削減に取り組むとともに、ICTサービスの普及・拡大、
お客さまの環境経営に貢献する製品・サービスの提供を通じて、社会全体の省エネルギー化を推進しています。

人と地球のコミュニケーション

環境負荷の全体像
NTTグループは、事業活動にともなって発生する環境負荷をできるだけ低減していくために、
「どのようなプロセスで、どのような資源・エネルギーを使用し、
その結果、どのような環境負荷が発生しているか」について把握・分析に努めています。
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119,313t-CO2
（96.6％）を削減

ICT機器
人の移動

50,000

100,000

150,000
123,526

4,213
0

従来手段 テレビ会議多地点
接続サービス

CO2
排
出
量

（t-CO2／年）

※2 mova（ムーバ）
1991年に開始したアナログ（第1世代）携帯電話サービス。1993年
にはデジタルPDC（第2世代）の携帯電話サービスがスタート。

※1 FOMA（フォーマ）
NTTドコモが2001年10月から開始した移動通信サービス。
アナログ方式、PDC方式に次ぐ第3世代のサービス。

用語解説

NTTアドバンステクノロジは、近赤外線（熱線）を効
率良く反射して外壁の表面温度を10～25℃抑える
特殊な塗料「サーフクール」を2005年12月から販売
しています。2007年度は、小学校の屋上、薬品庫の
屋根、工場の側壁、駐車場などに施工しました。

NTTデータは、国内最大級の床面積を有するデータセンタ事業者としての責任を果た
すため、2008年1月、データセンタの電力消費の抑制やCO2排出量削減を促進し、環境
負荷低減とICT効果向上を目指した「グリーンデータセンタ」サービスを開始しました。
本サービスは、「iDCサービス」、「設計構築サービス」、「ハウジングサービス」そして
2008年10月から開始する「共通IT基盤サービス」からなり、次世代に向けた企業のICT
基盤戦略を推進し、環境とICTの両面から新たな企業価値の創出を支援します。

2007年3月、NTTコミュニケーションズグループのNTTビズリン
クは多地点間を同時接続できる「テレビ会議多地点接続サー
ビス」の環境負荷低減効果を測定。その結果、年間約12万tの
CO2排出量を削減できることがわかりました。この結果は、2008
年4月に総務省が発表した「ICTによる環境負荷低減事例の評
価結果」にも掲載されました。

多地点を結べる
テレビ会議システムで
年間約12万トンのCO2を削減

監視スタッフを配置する
場合に比べ
CO2排出量を約81％削減

データセンタの
電力消費を抑制する
「グリーンデータセンタ」を開始

真夏の炎天下でも外壁の表面温度を
10～25℃抑える特殊な塗料を開発

NTTコミュニケーションズは、OCN回線やネットワークカメ
ラなどを利用して、店舗や工事現場、工場などの稼働状況
をリアルタイムで遠隔監視する「OCN for モニタリング」を
提供しています。人による警備・監視に比べて、CO2排出量
を約81％削減することができます。

NTTドコモは、携帯電話の省エネルギー化を推進。「FOMA※1」最新モデ
ルの消費電力は「mova※※※222」モデルの約1/40まで減っています。

携帯電話の
消費電力量を
1/40まで低減

NTTファシリティーズは、環境省が2006年から進めている
「ソーラー大作戦」に2つの地域で地元企業とともに参加。
1MWの設備を分散設置して、自治体・企業と共同利用する「メ
ガワットソーラー共同利用モデル事業」を進めています。

1MWの太陽光発電によるモデル事業を
長野県佐久市・高知県で展開

NTTファシリティーズは、建物の環境性能を評価するスタンダード
な手法になりつつあるCASBEE（建築物総合環境性能評価システ
ム）の評価員を日本でトップとなる205人（2008年4月現在）擁して
おり、環境に配慮した建物の設計・構築にはCASBEE評価能力を生
かし、客観的な視点から環境性能に優れた建物を提案しています。

国内トップのCASBEE評価員を有し
環境性能に優れた建物を提案

テレビ会議多地点接続サービスのCO2削減効果
（当社全てのお客さま1年間の値）

movaモデル
（1991年当時）

最新のFOMA
モデル※※※ 待ち受け状態での比較

NTTファシリティーズは、「IT」「エネルギー」「建築」の3つの

コア技術を融合した総合エンジニアリング・サービスを展開

し、省エネルギー型社会の構築に貢献しています。こうした知

見・ノウハウをより多くのお客さまに活用していただくため、

2007年4月から企業の環境経営支援、環境負荷低減、環境リス

ク対策をトータルにマネジメントする「Green Integration」の

提供を開始。温室効果ガス削減のための計画策定支援や環

境報告書作成に関するコンサルティングをはじめ、オフィス

ビル・データセンタの省電力対策、さらには大規模太陽光発

電システムの導入・グリーン電力証書の活用まで、環境性と

経済性を両立するさまざまなサービスを提供しています。

ICTサービスの普及は、ICT機器の増加などによって電力

消費量の拡大につながる一方で、生産活動の効率化、人や

モノの移動の減少、情報を電子化することによるモノの生産

抑制などにつながり、社会全体のCO2排出量を削減する効

果が期待できます。NTTの試算では、2007年度にICTサービ

スの活用がもたらした国内のエネルギー消費の削減量は、

日本の総エネルギー消費量の2.5％でした。

NTTグループは、2006年度に策定した「NTTグループ環

境貢献ビジョン」で、ICTサービスの提供と拡大を通じて、地

球環境保護に貢献することを宣言しています。この方針の

もと、NTTの研究所では、環境マネジメントの一環として、グ

ループ各社に導入される代表的な研究開発成果について環

境負荷の低減効果を評価し、その結果を各グループ会社と

共有しています。

また、NTT情報流通基盤総合研究所では、ICTによる中長

期的な環境負荷低減効果の研究に取り組んでいます。

「Green Integration」のサービスメニュー

環境経営支援
企業の環境経営を建築、エネルギー、ファシリティ・マネジメントから
多角的にサポートし、企業の環境価値向上とCSR経営の推進に貢献
●環境コンサルティング
●環境創造・修復
●省資源（リデュース／リユース／リサイクル）

環境負荷低減
省エネルギーの実施、新エネルギーの導入、建物の長寿命化による省
資源化などを通して、企業活動における環境負荷を低減
●温暖化対策（省エネルギー、新エネルギー）
●建物の長寿命化

環境リスク対策
企業活動によって生じる有害廃棄物などの発生を抑制し、人の健康や
環境に及ぼすリスクを低減
●廃棄物処理

お客さまのCO2削減に貢献する
製品・サービスの提供

ICTサービスによる
社会全体の環境負荷の低減

各省庁のプロジェクトに参画し
ICTによる環境負荷低減効果を研究・提案

地球環境と企業経営に貢献する
「Green Integration」

ビジネス
パートナーお客さま ビジネス

パートナーお客さま
主な
ステークホルダー
の皆さま

同業他社・
業界他社

国・
行政機関

主な
ステークホルダー
の皆さま

ICT機器やネットワーク設備のエネルギー消費量

ICT活用によるエネルギー消費削減量

2006年度 2007年度

1.2％ 1.2%

1.9％ 2.5%

日
本
の
総
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
に
対
す
る
割
合

削
減
量

消
費
量

※※※ エネルギー消費量の算定方法を見直したことにより、2006年度データを一部修
正しました。

ICTによるエネルギー削減量・消費量
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人と地球のコミュニケーション

地球温暖化への対策
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効果

古紙
配合率

※ ゼロエミッション
国連大学が提唱した構想で、産業から排出される全ての廃棄物や副産物が他の産業の資源として活用され、全体として廃棄物を生
み出さない生産を目指そうとするもの。NTTグループでは、リサイクル率99％以上をゼロエミッションと定義。

用語解説

NTTデータは、2008年3月から、異なる種類のICカードを1台のリーダーで
読みとれるようにするソリューション「【u:ma】（ウーマ）-G」の提供を開始
しました。この【u:ma】-Gをプリンタの認証機能として組み込むことで、既
存の社員証などを使った「認証印刷」が容易に実現でき、印刷ミスや部数
間違いによる損紙、出力されたドキュメントがそのまま放置されるといっ
た無駄をなくし、平均20%の紙の削減に貢献します。

NTTグループは、回収した古い
電話帳を電話帳用紙に再生し
ています。新しい電話帳の古紙
配合率は68.2％になりました。
また、インターネットやメール、
携帯端末からでも請求明細など
を確認いただける「インター
ネットビリングサービス」の契約
数は2007年度に約456万7,000
件に達し、年間約913.2トンの紙
資源を削減しています。

NTTドコモのPHS基地局
13,600局を回収

ICカードを使った認証印刷で
紙利用を平均20%削減

2008年1月にNTTドコモのPHSサービスが終了したことを受けて、NTTロジスコ
は関東圏のPHS基地局を約13,600局回収しました（2008年3月31日現在）。

NTTドコモは、全国のドコモショップで、不要になった携帯電話端末や
電池、充電器などを回収しています。また、2006年からはNTTロジスコと
連携し、関東圏の一部の家電量販店やコンビニエンスストアに「不要携
帯電話リサイクル回収BOX」を設置し、回収チャネル拡大と回収認知度向
上に取り組んでいます。
回収した携帯電話に含まれている金や銀、銅、パラジウムなどの貴重

な金属資源は全て再生するとともに、筐体に使用されているプラスチッ
クについては補助燃料や再生プラスチックとして活用するなど、100％リ
サイクルを進めています。
2007年度は、「エコプロダクツ2007」などのイベントを通じてお客さまに
回収への協力を呼びかけたほか、自治体や警察署などの協力も得て周知
に努めました。その結果、携帯電話本体340万台、電池496万個、充電器など
209万個を回収。1998年度からの累計回収台数は6,534万台になりました。

NTTロジスコは、不要機密文
書を安全かつ簡便に回収・
処理するリサイクルシステム
を構築。累計約8,100台の
SS-BOXを全国の企業に設置
し、2007年度は、約13,000トン
を回収・リサイクルしました。

「SS-BOX」を通じて約13,000トンの
不要機密文書を回収・リサイクル

不要になった携帯電話
6,534万台を回収

電話帳や請求明細などに必要な紙資源を削減
電話帳の紙使用量と古紙配合率 インターネットビリングサービスによる

紙資源の削減効果

NTT東日本、NTT西日本は、不要となった電話機やコード

レスホンなどに使われる小型二次電池（ニカド電池、リチウ

ムイオン電池）、ファクスに使われるトナーカートリッジなど

を回収し、資源として再利用しています。

2007年度は、お客さま通信機器を451万台、電池を563万

個、充電器などの付属品を233万個回収しました。

NTT東日本、NTT西日本では、企業において不要となった

パソコンを回収・リユースする「IT機器回収サービス」を提供

NTTグループは、情報通信サービスを提供するために、電

柱、交換機、通信ケーブルなどの通信設備を保有していま

す。これらの設備は、耐用年数の経過や新サービスの提供な

どによる設備更改にともない、撤去する必要が生じます。撤

去した通信設備については、NTTグループ内でリユースやリ

サイクルを推進しています。例えばコンクリート塊などの廃

棄物を路盤材に再資源化するなど、可能な限りリサイクルし

ています。

2007年度は、NTTグループ全体で、コンクリート電柱

17.5万トン、交換機2.3万トン、通信ケーブル2.9万トンをリ

サイクルしました。その結果、通信設備全体でのリサイク

ル率は99.9%になり、4年連続でゼロエミッション※を達成

しました。

しています。このサービスは、パソコンのハードディスク内

に格納されたデータを完全消去したうえで、中古品として買

い取り、商品としてリユースするというもので、情報漏えい防

止と廃棄物の削減、処分コストの削減に貢献しています。

お客さまの廃棄物削減と
リユース・リサイクルの支援

自社における廃棄物削減と
リユース・リサイクルの推進

通信設備の建設・撤去時の廃棄物を
回収してリユース＆リサイクル

不要になった電話機や電池などを
回収して再資源化

パソコンなどのIT機器も
データを消去したうえで再商品化

ビジネス
パートナーお客さま ビジネス

パートナーお客さま
主な
ステークホルダー
の皆さま

主な
ステークホルダー
の皆さま

撤去通信設備
リサイクル率

その他

コンクリート
電柱

交換装置類
通信ケーブル20
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人と地球のコミュニケーション

資源の有効利用
NTTグループ各社が提供している各種製品・サービス、それを支える通信設備は、
技術革新や耐用年数などに応じた定期的な更新を必要とします。それにともなう廃棄物の発生を抑えるため、
NTTグループは不要になった通信機器・通信設備を回収・リユース・リサイクルすることで、資源の有効活用に努めています。
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光ネットワークシステムの基幹部品であるレーザモ
ジュールには、温度上昇による信号の変換効率劣化を防
ぐため、冷却装置が組み込まれています。この冷却装置を
なくし、モジュール全体の電力消費量を抑制するために、
NTTフォトニクス研究所は、85℃という高温でも安定動作
するレーザモジュールを実用化し、この問題の解決に貢
献しています。

冷却装置がいらないレーザモジュール

「1枚の小さなセル」でも十分な電圧を確保できる
独自の技術によって
太陽電池の小型化・低コスト化を実現

医療・環境・産業分野への
応用を目的に超長波長対応の
半導体レーザ光源を開発

「第11回 環境経営度調査」で
グループ7社が上位にランクインNTT環境エネルギー研究所は、2007年度、1枚の太陽電池セルからでも

十分な電圧を確保できる独自の「極低電圧昇圧モジュール」の制御部分
をIC化することに成功。これによって太陽電池の小型化・低コスト化を実
現し、携帯電話やモバイル端末などの充電器、屋外用の小規模電源など
への応用を可能にしました。

NTTは、2007年12月13日に、「環境・社会報告書シンポジウム」（後援：環境省・経済産業省）を主催しました。「企
業のイノベーション戦略がもたらすCSR経営」をテーマにした基調講演やパネルディスカッションと、NTTレゾナン
トが運営するインターネットアンケート・サービス「gooリサーチ」の「環境・社会報告書に関する意識調査」結果報
告を実施しました。約420人の方々にご来場いただき、会場は満員となる盛況振りでした。本シンポジウムを通じ
て、NTTグループとしてよりいっそうステークホルダーエンゲージメントに取り組んでいきます。

2005年7月、東京都三宅村、（財）日本野鳥
の会とともに、2000年6月に起きた雄山噴
火によって大きな被害を受けた東京都三
宅島の復興を支援する「みやけエコネット」
プロジェクトを開始（2007年度末に三宅村
にシステムを移譲）。2007年度は、三宅村
立三宅小学校で「みやけエコネット」を教
材として用いた自然授業を実施し、NTT
データの社員を講師として派遣しました。

「環境・社会報告書シンポジウム」を開催

「みやけエコネット」を通じた
三宅島の復興支援と環境教育

※1光情報処理チップ
超高速光信号をそのまま複雑な情報処理に利用するチップ。電
気信号などに変換する必要がないため、電力消費が抑えられる。

※2量子情報処理素子
光の量子単位である光子の性質を利用して、量子計算、量子
暗号などに代表される特殊な高速演算を行う情報処理素子。

用語解説

NTTフォトニクス研究所は、光通信向けデバイス分野
で培った技術・ノウハウを活用して、2007年度に「2.3
μm超レーザ光源」を開発しました。これは、独自の設
計技術や低温成長技術などで活性層のインジウム組
成を高め、従来の半導体レーザでは不可能だった、
2.33μmまでの波長の発振を実現したものです。2μ
mを超える赤外線は、ガスやグルコースなどの体内物
質の吸収帯と一致するため、大気汚染の環境モニタ
や医療計測装置などへの応用が期待されています。

1位 NTTコミュニケーションズ
2位 NTTファシリティーズ
3位 NTT西日本
4位 NTTドコモ
5位 NTT東日本

7位 NTTコムウェア

13位 NTTデータ

「第11回 企業の環境経営度」（日本経済新聞社）
～通信・サービス分野～

●

●

●

●

●

●

NTTコミュニケーションズグループのNTTレゾナントは、

ポータルサイト「goo」で提供中の「環境goo」において、環境

に関する国内外のさまざまなニュースを発信しているほか、

環境保全に力を入れている企業のトップインタビュー、環境

教育コーナー、環境キーワードを網羅的に解説した用語辞

書などを掲載しています。

また、同サイトでは、環境保全や社会貢献活動に関する情

報をインターネットを通じて積極的に発信している企業や

行政機関、NPO・NGO、独立行政法人・国立大学法人、個人な

どを審査・表彰する「環境goo大賞」を毎年実施しています。

2007年は16サイトが表彰されました。

近年、ネットワーク技術の急激な進化・普及にともなって、

パソコンなどの情報通信機器だけでなく、家電やAV機器、住

宅設備、センサ類など、さまざまな機器がネットワークに接

続されはじめています。NTTサイバーソリューション研究所

は、これらのネットワーク機器に互換性をもたせ、相互接続・

連携制御を可能にする「OSAP（OSGi Service Aggregation 

Platform）」の研究に取り組んでいます。OSAPは、家電や自

動車、モバイル機器など、ネットワークに接続されたあらゆ

る機器に対して必要なアプリケーションやサービスを一元

的に配布するサービスプラットフォームで、接続装置を集約

することで家庭やオフィスにおけるネットワーク環境のシン

プル化と省スペース化・省エネルギー化を促進する技術とし

て期待を集めています。

現在、世界中で「光を自由自在に閉じ込め、蓄積、減速する

技術」の研究開発が進められています。NTT物性科学基礎研

究所は2006年に世界で初めて光を1ナノ（10億分の1）秒間

以上蓄積し、伝播速度を空気中の5万分の1以下まで減速す

ることに成功。今後、この新技術を光スイッチなどのオプトエ

レクトロニクス製品に応用していくとともに、将来的には、超

低消費電力で動作する光情報処理チップ※1や、光子単位で

動作する量子情報処理素子※2などの実現を目指します。

さらに、2007年8月からは、gooのWeb検索機能をお客さ

まにご利用いただくことで得られた収益の15％相当を環

境問題に取り組む団体に寄付する特別企画「緑のgoo」を

開始。2008年7月までに合計135万円を3つの環境保護団

体（国際環境NGO「FoE Japan」、民間自然保護団体「WWF 

Japan」、財団法人「KEEP協会」）に寄付しました。

環境gooの画面 緑のgooの画面

社内外への啓発活動と情報発信省エネルギー化に貢献する研究開発

収益の15％を寄付する
特別企画「緑のgoo」を開始

家庭・オフィスを省エネルギー化する
汎用プラットフォーム「OSAP」

光を1ナノ秒間蓄積する技術を応用した
高速・超低消費電力の情報処理チップ

ビジネス
パートナーお客さま 株主・

投資家
ビジネス
パートナーお客さま

社員
（社員・家族・

OB）
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人と地球のコミュニケーション

環境技術の開発
NTTグループは、持続可能な社会の構築に貢献していくために、
省エネルギー、クリーンエネルギー、有害物質の検知・無害化など、
さまざまなテーマで環境技術の研究開発を進めています。

人と地球のコミュニケーション

環境コミュニケーションの推進
NTTグループは、環境保護活動の輪を社会全体へと広げていくために、
Webサイトや各種イベントを通じた情報発信に努めるとともに、グループ社員に対する啓発活動、
お客さまやお取引先、行政機関、NPO・NGOと連携したさまざまな活動に取り組んでいます。
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※2 「緑の募金」制度
｢緑の募金による森林整備等の推進に関する法律｣（平成7
年法律第88号）に基づき、毎年、農林水産大臣が定める期
間内に限って「緑の募金」という名称を用いて寄付金を募
集できる制度。寄付金の使途は、森林整備や緑化推進に限
られている。

※1 法人の森林制度
農林水産省・林野庁が森林資源の造成を目的に設置した制度。企
業と国が協力して森林を造成・育成し、伐採後に収益を一定の割
合で分け合うことを定めている。契約者が費用の一部を負担して
森林整備に参加する「分収育林」と、国有林野内に契約者自らが
植栽を行い、その後の保育を行う「分収造林」の2制度がある。

用語解説

NTTグループでは、社員一人ひとりの環境保護に対する意識
向上を図るため、社内にクールビズやウォームビズを推奨す
るポスターを掲示しているほか、イントラネットやCSR刊行
紙を使った情報発信、日めくりカレンダーやエコカードの配
布、環境川柳の募集などの啓発活動に取り組んでいます。

NTTグループでは、NTTラーニングシステムズの遠隔・双方向学習システム「MICE（マイス）」を使って、
毎年、環境担当者の勉強会を開催。2007年度は東京と大阪の2カ所で開催し、324人が参加しました。

遠隔・双方向学習システムを使って
環境担当者の勉強会を開催

「ブラックイルミネーション」
キャンペーンに参加
NTTドコモは、環境省が推進する「ブラックイル
ミネーション」キャンペーンに参加しています。

環境保護に対する
社員への啓発活動

ウォームビズ推進
ポスター（NTT西日本）

環境川柳カレンダー
（NTTデータ）

NTTコミュニケーションズグループのNTTレゾナントは、

2007年11月に「gooホームPROJECT」を開始しました。これは

NTTレゾナントが運営するSNS「gooホーム」の登録ユーザー

が30人集まるごとに、NPO法人「アクアプラネット」と協力して、

沖縄県の北谷の海にサンゴを1本植えるという試みです。2008

年7月時点で、約2,000本のサンゴを沖縄の海に植えています。

NTTグループは、環境技術の研究・開発の成果を社会全体

の環境負荷低減に役立てるため、積極的に社外プロジェクト

へ参画しています。長期的な脱温暖化対策シナリオを研究・

構築するためのプロジェクトである環境省「脱温暖化2050

研究プロジェクト」に継続参画しているほか、総務省「地球温

暖化問題への対応に向けたICT政策に関する研究会」に参画

し、ICTが地球温暖化に与える影響に関する報告書の作成に

貢献しました。さらに、2008年4月には総務省とITU-T（国際電

気通信連合電気通信標準化部門）が主催する「ICTと気候変

動に関する京都シンポジウム」にて、気候変動問題の解決に

向けたICTの役割について議論したほか、「WBCSD（持続可

能な発展のための世界経済人会議）」、「GEA（地球環境行動

会議）」などの国際的な活動にも積極的に参加しています。

NTTグループは、ICTサービスの環境効果について、お客

さまにお伝えし、社会全体の環境負荷低減に貢献するため、

環境広告などを通じて情報

を発信。2008年7月に開催

された洞爺湖サミット期間

中に、ICTサービスの環境効

果をアピールするポスター

を掲示しました。

NTTドコモは、1999年から自然環境保護活動の一環とし

て「ドコモの森」づくりを推進しています。「ドコモの森」は、

「法人の森林制度※1」「緑の募金制度※2」などを活用して

国内に設置している森林の名称です。2007年度は、新た

に山形・福井・京都・熊本・長崎の5カ所に森を設置。これに

よって、ドコモの森は、2007年度末で国内37カ所、総面積

は約170ヘクタールへと拡大しました。

また、毎年、NTTドコモグループ

の社員やその家族を募って、ドコ

モの森の整備に取り組んでいま

す。2007年度は、計44回の整備活

動を実施しました。

2007年1～3月、NTTが所有する「NTT茨城研究開発センタ」

（茨城県那珂郡）の跡地において土壌汚染調査を実施した結

果、砒素、ふっ素、鉛、六価クロムについて指定基準値を超える

値が確認されました。汚染が確認された土壌については、同年

10月から「茨城県生活環境の保全等に関する条例」に則って除

去・改善などの対策工事を実施し、約4カ月で終了しました。

また、周辺地域への影響を調べるため、敷地境界付近の

土壌および地下水の調査を行った結果、全て環境基準値以

下であることを確認しました。

NTTグループは、社会問題となっているアスベスト対策に

ついて、吹き付けアスベストを中心に1985年から撤去など

の処理を順次進めてきました。2007年度には、2006年に施

行された「改正石綿障害予防規則」を踏まえ、再度使用状況

の調査を行った結果、一部の建物などにアスベスト含有建

材などが使用されていることを確認し、法令に基づいて対応

に取り組みました。

NTTの先端技術総合研究所は、化学物質の取り扱いに

関する三原則「より環境への負荷の少ない化学物質を使う」

「必要なものだけを使う」「必要な量より多く使わない」を定

めました。

この原則に基づき、化学物質を適切に管理・処理してい

ます。

ドコモの森の整備風景

洞爺湖サミット期間中に掲示したポスター

gooホームPROJECTのTOPページ サンゴ礁

生物多様性の保全社内外への啓発活動と情報発信

沖縄の海にサンゴを植える
「gooホームPROJECT」がスタート

総務省の研究会・シンポジウムや
地球環境問題の国際会合に参画

ICTサービスの環境効果に関する
さまざまな広報活動を展開

国内37カ所に総面積170ヘクタールの
「ドコモの森」を設置

環境リスクへの対応

「NTT茨城研究開発センタ」跡地での
土壌汚染および除去・改善工事について

アスベスト対策への取り組み

化学物質を適切に取り扱うための
三原則を規定

国・
行政機関

ビジネス
パートナーお客さま

社員
（社員・家族・

OB）

ビジネス
パートナーお客さま 地域社会

地域社会お客さま ビジネス
パートナー

社員
（社員・家族・

OB）

主な
ステークホルダー
の皆さま

主な
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人と地球のコミュニケーション

自然・生活環境の保護
持続可能な社会を実現するためには、事業活動にともなう環境負荷を低減するだけでなく、
そこに関わる自然・生活環境を保護していくことが不可欠です。NTTグループ各社では、
全国各地で自然環境活動を展開するとともに、環境保全、環境リスクマネジメントに取り組んでいます。

人と地球のコミュニケーション

環境コミュニケーションの推進

41 NTTグループ  CSR報告書 2008 42NTTグループ  CSR報告書 2008



●110番・119番・118番の緊急通話の確保
●優先電話の確保
●災害時における安否確認手段の提供
●公衆電話の設置、携帯電話などの貸出

重要通信の確保

●災害対策機器の配備
移動電源車
ポータブル衛星装置
可搬型移動無線基地局車
非常用可搬型デジタル交換機

通信サービスの早期復旧

●中継伝送路の多ルート化
●重要通信センタの分散
●災害に強い通信設備の構築・確保

通信ネットワークの信頼性向上

災害発生

安心・安全なコミュニケーション
だれにとっても安心・安全・便利な通信サービスの提供と利用環境の実現に向けて
NTTグループは、お客さまの声を第一に、製品・サービスの品質向上に努めるとともに、
通信サービスの普及がもたらす社会問題の解決にも積極的な取り組みを進めています。

Close Up

NTTグループでは、災害が起こった時に備えて、
どのような対策を行っていますか？

日頃から、3つの柱を中心に取り組んでいます

Q
A

NTTグループでは、日頃からさまざまな災害の発生に

備え、3つの柱を中心に全力で取り組んでいます。　

第1には、通信ネットワークの信頼性向上です。中継伝

送路の多ルート化などにより、いかなる災害に対しても、

被災による通信サービスへの影響を最小限に抑える通信

ネットワーク・設備づくりに取り組んでいます。

第2には、重要通信の確保です。110番・119番・118番と

いった緊急通話の確保に加え、「災害用伝言ダイヤル

（171）」など安否確認手段を提供しています。

第3には、被災地の通信サービスの早期復旧です。例え

ば、長時間の停電などが発生したさいには、全国に配備し

た移動電源車により電力を確保します。

このように、NTTグループは、生活や社会を支えるイン

フラとして、災害に強い通信サービスを提供しています。

テレビ電話（フレッツフォンシリーズ）を使って、自治体からの住民への災害時の一斉連絡
や、緊急事態発生時の通報、もしくは住民同士でのコミュニケーションが可能なサービス。
2008年9月より提供。

停電時に電話機やひかり電話対応機器などに給電するための「無停電電源装置」を使い、
ひかり電話が停電時でも利用できるバックアップサービスを2007年3月より提供。

停電時に電話機やひかり電話対応機器などに給電するための「無停電電源装置」を使い、
ひかり電話が停電時でも利用できるバックアップサービスを2006年11月より提供。

地震発生時に気象庁が発表する緊急地震速報を、IPv6マルチキャストにより全国に再配信
するサービス。2007年7月より本格サービスとして提供。

災害時などの緊急時に担当者の一斉連絡や安否確認として利用できるシステム。地震情
報や津波情報など防災気象情報をもとに登録ユーザーへ自動連絡できる機能を追加した
タイプを、2007年2月より提供。

NTTアドバンステクノロジ
NTT東日本
NTT西日本

NTT東日本、NTT エムイー
NTTファシリティーズ

NTT西日本　
NTTネオメイト

NTTコミュニケーションズ

NTTアドバンステクノロジ

つなげてトーク
（おしらせ放送）

あんしんホッとサービス
（ひかり電話対応）

ひかり電話
停電安心サービス

緊急地震速報配信
サービス

緊急連絡・安否確認システム
「Emergec@ll」

NTTグループが提供している防災システムやソリューション

さまざまな災害対策支援
NTTグループ各社は、緊急地震速報を配信するサービスや災害時などに
社員などへの緊急連絡や安否確認ができるシステムなど、お客さまの災
害対策に役立つさまざまな防災システムやソリューションを提供してい
ます。

内容 会社名名称

緊急連絡・安否確認システム
の携帯電話画面

「つなげてトーク」用の
テレビ電話

「あんしんホッとサービス」
に使用される無停電電源
装置

通話を確保します。また、被災地の方との安否確認手段とし

て、災害用伝言ダイヤル（171）などを提供しているほか、被災

地の方の通信手段を確保するため、避難所などへの特設公

衆電話の設置や街頭公衆電話の開放などを実施しています。

NTTグループは、被災地における通信の迅速な復旧と確

保を目的に、移動電源車、ポータブル衛星装置、可搬型移動

無線基地局車など、機動性に優れた災害対策機器を全国に

配備しています。また、大規模な災害発生時には、速やかに

災害対策本部などの非常体制を構築して、通信サービスの

早期復旧にあたります。

NTTグループは、過去の災害を教訓に、通信ネットワーク

の信頼性を高めるため、さまざまな対策を講じています。災

害時にも通信サービスが途絶えないように中継伝送路を多

ルート化するほか、通信設備や建物、鉄塔などは、災害を想

定した設計基準を定め、耐災性を確保しています。

災害発生時は被災地への通話が集中し、電話がつながりに

くくなります。そうした場合は、一般の通話を規制し、救助・復

旧活動に必要な重要通信や110番・119番・118番などの緊急

通信ネットワークの
信頼性向上のための対策

防災・災害対策の推進

重要通信の確保

通信サービスの早期復旧

主な
ステークホルダー
の皆さま

国・
行政機関 地域社会お客さま

人
と
社
会
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

人
と
地
球
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

安
心
・
安
全
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

チ
ー
ム
N
T
T
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

安心・安全なコミュニケーション

災害に強い通信サービスの提供
災害発生時において、救助・復旧活動や緊急情報の発信になくてはならないのが、通信サービスです。
NTTグループでは、災害による停電や、被災地への通話・メールが集中する状況下においても、
通信サービスを早期に復旧し、被災地内外の通信手段を維持・確保するための体制づくりに取り組んでいます。
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●外部記録媒体への出力制限システムを社内OA端末に導入（2008年3月31日まで
で約7.5万台に導入）

●専用ツールにより、社員・退職者の自宅パソコンに会社情報がないことを確認するとと
もに、Winnyなどのファイル交換ソフトを利用しないことを徹底

●外部記録媒体へ出力する業務用端末の限定
●メール送信システム（社外に情報を送るさいには、上長への同報送信を設定しなけれ
ば送信できない）の構築

●規程・体制の整備、全従業員教育と誓約書取得／成果測定や、監査・モニタリングを定
期実施

●顧客情報ダウンロードを承認制とし、委託先を含めた情報ライフサイクル管理を実施
●外部媒体出力などの情報取扱権限をツールで個人単位に制御、定期見直しを実施
●業務に利用する全PC（約3万台）に対し、USBメモリなど外部媒体への書き出しを制限す
る情報漏えい対策ソリューション「TotalSecurityFort」の導入（2005年）や、社外持出PC
のシンクライアント化、メールフィルタリングの導入（2007年）など

●お客さま情報管理システム端末に表示される画面の印刷機能の制限や同システムで
表示するお客さま住所の表示制限などのシステム対策強化の実施

●グループ役員を含む全社員の自宅パソコンなどの一斉点検および確認書の提出を実
施すると同時に協力会社・委託会社などに対しても、同様の確認書の提出についての
協力依頼を実施

●社員、人材派遣社員、協力会社などを対象に、法令の遵守を誓約する書類を会社に提出
するなどの情報流出防止に関する確認を実施（2006年11月～12月、2007年7月～9月）

●「情報セキュリティ管理規程」の改正や、「お客様個人情報管理細則」を新たに作成する
など関連規程類の整備・運用

NTT東日本

NTT西日本

NTTデータ

NTTドコモ

NTTファシリ
ティーズ

NTT
コムウェア

NTT都市開発

NTTコミュニ
ケーションズ

2007年度、元社員が無断で持ち出した業務関連ファイ
ルの社外流出（NTT東日本）、販売代理店スタッフによ
るお客さま個人情報の使用・閲覧および社外流出
（NTTドコモ）などの情報漏えい事故が発生しました。
各社では事故を厳粛に受け止めるとともに、情報の取
扱いに関する社員教育の再徹底や機密情報流出防止
対策ソフトの導入などの再発防止策を強化しました。

遠隔モニタリング業務の正確性とプライバシー保護
の両立を目指した研究開発を進めています。映像か
ら顔の向きを推定する技術や、動く物体を選択的に
モザイク処理するプライバシー保護技術などを開発
し、ビジネス化に向けて展示会などに出展しました。

写真やロゴに透かしを入れた紙カードで、オフィスの入
退室などの簡易認証ができるプラットフォーム（アプリ
ケーションソフトを動作させるさいの基盤となるオペ
レーションシステムの種類や環境、設定などのこと）を開
発しました。普通紙と市販プリンタで作成でき、ICカード
よりも安価に利用できます。

紙を使った
簡易認証技術を開発

情報漏えい事故と
再発防止への対策強化

世界水準の安全性と実用性に優れた暗号方
式「Camellia」（三菱電機（株）様と共同開発）
が、Linuxなど主要なオープンソフトウエアに
国産暗号で初めて搭載されました。また、
2008年6月に世界中でリリースされたWebブ
ラウザFirefox3にも搭載され、世界中で広く使
われる基盤技術として普及促進にさらに弾み
がつきました。

鍵のかかるセキュリティボックス（SS-BOX）をお客さま
の事務所に設置し、機密文書が廃棄された後、施錠し
たまま処理工場に運び、完全に滅却（溶解）処理しま
す。処理後は「機密書類滅却（溶解）証明書」を発行し
ています。

機密書類
リサイクル
システム
を提供

Firefox3に
日本発の暗号方式
Camelliaが搭載

遠隔映像モニタリングの研究開発

NTTグループは、情報セキュリティに取り組む姿勢を示す「NTTグループ情報セキュリティポ
リシー」を策定し、グループ全体でお客さまの個人情報の保護と漏えい防止に取り組んでお
り、グループ各社でも個人情報の保護を徹底するため、さまざまな取り組みを進めています。

個人情報保護のための取り組み

主な取り組みの一例グループ各社

Camelliaによる暗号通信

認証用の紙カード

展示会出展の模様

機密書類滅却（溶解）証明書

学などとの共同研究によって、その標準規格であるRSA暗号

の安全性検証に有効とされる「素因数分解」において、世界

記録を更新し、2007年5月に報道発表しました。

RSA暗号では、巨大な整数の積（合成数）が鍵として用い

られ、その素因数分解の難しさが安全性の根拠になってい

ます。そこでRSAの安全性・強度を把握する手段として行わ

れている大きな数の素因数分解実験で、世界で初めて1,000

ビットを超える小さな因子を含まない特殊な型の合成数の

素因数分解を達成しました。

現在の素因数分解技術と計算機能力で素因数分解が可

能な合成数を予測することは、RSA暗号鍵の更新時期を適

切に設定し、将来にわたって安全で強度な暗号方式の構築

に貢献するものです。

NTTグループは、通信ネットワークの安全を脅かす行為を

防ぎ、安心して利用できる環境を実現するため、高度な暗号

技術やセキュリティなどの研究開発に取り組んでいます。

インターネット上でやりとりされる機密情報のセキュリ

ティを確保するため、現在、広く使われている暗号方式は、対

になる2つの鍵を使って情報の暗号化・復号を行う「公開鍵

暗号」です。

NTT情報流通プラットフォーム研究所は、ドイツのボン大

NTTグループ各社は、情報を管理し、機密を守り、流出など

を防ぐための枠組みとして、「情報セキュリティマネジメント

システム（ISMS）」の取得を進めています。また、個人情報の

取扱いを適切に行う体制などが整備さ

れていることを認定するプライバシー

マーク（Pマーク）の取得も進めています。

なお、NTTデータは、情報セキュリティ

の推進活動内容を報告する「情報セキュ

リティ報告書2008」を、システムインテ

グレータとして初めて発行しました。

NTT情報流通プラットフォーム研究所が運営する「NTT-

CERT」は、セキュリティ管理者やシステム運用者などと連携

して、グループ内のセキュリティ上の脅威に関するさまざま

な対応活動や技術支援をしている組織です。

2007年度は、2005年度から開発を進めていたセキュリティ

リスク診断管理システムを事業会社へ導入しました。また、社

員を対象としたセキュリティに関する研修プログラムの企画・

実施や、グループ内の電気通信設備系セキュリティ技術者の

連携体制の強化にも取り組みました。

情報セキュリティ報告書

暗号方式の安全性検証に有効とされる
「素因数分解」において世界記録を更新

情報セキュリティの確保通信の安心・安全のための研究開発

安全を守り、安心して
利用していただくために

NTT-CERTがグループ内各社の
セキュリティを支援

ISMSとプライバシーマークの
取得状況

主な
ステークホルダー
の皆さま

お客さま ビジネス
パートナー

主な
ステークホルダー
の皆さま

社員
（社員・家族・

OB）

ビジネス
パートナーお客さま
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と
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安心・安全なコミュニケーション

安心・安全な利用環境の整備
通信サービスを使った機密情報のやりとりが増加しているなかで、NTTグループでは、
お客さまに安心・安全にサービスを利用していただくために、情報セキュリティ技術の研究開発に取り組んでいます。
また、センサ技術の開発などにより、企業活動などにおけるセキュリティ保護の向上にも努めています。
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送達確認

送達確認NTTデータのシステムが
自動的に送信

緊急情報を送信状態
データ

子ども安全連絡網連絡センタ

保育施設

携帯メールでのロボット操作

ブログの閲覧

ファクスメール 電話（音声）

保育士

プラットフォーム

蓄積
データ

ブログ
作成

メール

メール

家庭

画像
データ

保護者

学校・PTAなど
変換

携帯電話でロボットを操作する技術を使った、子どもの見守りシステムを開発しまし
た。保護者が携帯電話を使ってロボットを遠隔操作し、ロボットが撮影した子どもの様
子を動画メールで確認したり、ロボットを通してメッセージを発話させたりすることがで
きるものです。現在、保育施設とともに、実用化に向けた実験を進めています。

調べものなどに役立つ情報を提供する子
ども向けポータルサイトを開設していま
す。フィルタリング機能付きで、検索したさ
いに安全な情報だけが表示されます。
2008年4月からは携帯電話向けの情報提
供も始めました。

全国の小中高校などに講師を派遣し、子
どもたちが携帯電話を使うさいのマナー
やトラブルへの対処方法を啓発する「ケー
タイ安全教室」を開催しています。2004年
から開始し2008年3月末までに全国で約
4,600回開催し、約70万人が受講しました。

子どもたちをインターネットのトラブルから守
ることを目的に、総務省や文部科学省が主催
している「e-ネットキャラバン」に講師を派遣し
ています。保護者・教職員向けに安全な利用
についての講演を全国で行っています。

子どもをトラブルから守る
「e-ネットキャラバン」

約70万人が受講
「ケータイ安全教室」を開催

子ども見守りシステム
「メルロボ連絡帳」

ICT時代のコミュニケーションのしかたやマ
ナー、また、トラブルを防ぐための上手なコ
ミュニケーション方法などをテーマにした
小学生向け出張教室を開催しています。
2006年度の開始以降、2年間で約2万人が
受講しました。

小学生向け出張教室
「ネット安全教室」を開催

安全な情報だけが表示される
子ども向けポータルサイト

運動会中止、学級閉鎖、警報発令などによる一斉下校と
いった学校からの情報を、教職員・保護者に一斉連絡する
サービスを2006年から提供しています。メール・電話（音
声）・ファクスなどあらゆる通信機器で情報を受け取ること
ができます。

「子ども安全連絡網・
  フェアキャスト」

e-ネットキャラバンのWeb

NTTグループは、子どもたちに楽しみながら通信ネット

ワークの仕組みや最新ネットワークを体験できる夏休みイ

ベント「NTTドリームキッズネットタウン2007」を、2006年

度に引き続き、開催しました（NTT東日本、NTT西日本、NTTコ

ミュニケーションズ、NTTデータ、NTTドコモが参加）。

2006年度は、東京と仙台の2都市での開催でしたが、2007

年度は、札幌、大阪、福岡を加えた全国5都市で開催し、さら

に会場に参加できない子どもたち

も参加者同様に学べる参加型学習

サイトも開設しました。

インターネットや携帯電話が重要なコミュニケーション

ツールとなり、普及が進むにつれて、マナーやモラルに反す

るさまざまな社会的問題も発生しています。最近では、子ど

もたちがインターネットや携帯電話に触れる機会も増え、そ

れらを通じて提供されている、マナーやモラルに反した情報

などに接することで、トラブルや犯罪に巻き込まれるケース

も増えています。

そのため、NTTグループでは、とりわけ子どもたちや、子ども

たちを守る立場にある保護者、教職員に向けた啓発活動に力

を入れています。

NTTドコモは、青少年が安心して携帯電話を利用できるよ

う、有害サイトなどへのアクセスを制限できる「フィルタリン

グサービス」をiモード全ての機種で提供しています。

サービスのさらなる普及に向け、2007年2月からは、年齢

に関係なく、新規申し込み者全員に本サービスの利用意向を

確認することとしたほか、中高校生も認知しやすいようサー

ビスの名称を変更しました。

さらに2008年2月からは、未成年者が新

規にiモードを契約するさいは、アクセス制限

サービスの利用を原則としたうえで、親権者

の方にご利用の意向確認を行っています。

社会環境の変化とともに、子どもたちを取り巻く環境も大

きく変わり、子どもが被害者になる事件などが増えていま

す。家庭や学校、地域コミュニティでの子どもの安全確保は、

大きな社会的課題となっています。

そこで、NTTグループ各社では、子どもの安全確保に向

けたさまざまな取り組みに力を入れています。例えば、防犯

ブザーや子どもの位置確認ができる機能に対応した携帯

電話、ICタグを利用した登下校時の見守りシステム、電話や

ファクス、メール、携帯電話などに学校からの緊急情報を一

斉配信するサービスなどを提供しています。
「有害サイトから子供を
守る！」活動のロゴマーク

情報通信の知識とマナー向上 子どもの安全確保のための
サービスの提供

子どもや保護者・教職員向けの
啓発活動に注力

正しいルールやマナーを学ぶ
小学生向け夏休みイベントを開催

変化する社会環境のなかで
子どもの安全を確保するために

フィルタリングサービスの普及に注力

主な
ステークホルダー
の皆さま

国・
行政機関

社員
（社員・家族・

OB）
お客さま

主な
ステークホルダー
の皆さま

地域社会お客さま地域社会
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安心・安全なコミュニケーション

健全な利用環境の実現
NTTグループでは、インターネットや携帯電話の普及がもたらすさまざまな社会問題の解決に向けた取り組みを進めています。
通信サービスを利用するうえで知っておくべき知識やマナーを広く伝えていく活動や、
機器やサービスの改善を通じて、安心・安全に利用できる環境の実現を目指しています。
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ユニバーサルデザインの考えに基づく「ドコモ・ハーティスタイル」の活動
が、平成19年度バリアフリー化推進功労者表彰の内閣総理大臣表彰を受賞
しました。だれもが使いやすい端末
開発のほか、ドコモショップのバリア
フリー化、テレビ電話によるサポー
ト、点字や音声の取扱説明書などが、
ドコモのユニバーサルデザイン全体
の取り組みとして評価を受けました。

お客さま応対部門のスタッフをはじめとした社員のCSマインドの育成に
取り組んでいます。「応対コンテスト」の実施や、CS向上に貢献した社員
の表彰、また、CS向上の成功事例の共有や他社CS担当者との交流会など
を各社で実施しています。

インターネットサービス「OCN」
のWebサイト上に、お客さまか
らご意見・ご要望をいただく仕
組みをつくっています。寄せら
れた声はサービス改善に生か
しており、改善内容はWebサイ
トで公開しています。

製品・サービス、故障などのほか、お客さまのご意見・ご要望を
お伺いする「お客さま相談センタ（お客さま相談室）」を設置して
います。また、Webサイトやメールでも受け付ける体制も整えて
います。

お客さまから
年間35万件の声を収集

お客さまの声を
サービス改善に活用

声が聞き取りやすい
「骨伝導レシーバマイク」を発売

社員の
CSマインドを育成

Webサイトのアクセシビリティを簡単に診
断できるチェックツール「はなまるチェッ
カー」を開発し、NTTサイバーコミュニケー
ション総合研究所のWebサイト上でトライ
アルサービスを公開しています。このサー
ビスは視覚障がいの方も音声ブラウザを
使って利用することができます。

だれもが使いやすいデザイン・機能・装備な
どに配慮した携帯電話「らくらくホン」のさら
なる製品性向上に取り組んでいます。今後
も、ユニバーサルデザインのガイドラインを
策定するなどして、より使いやすさを追求し
た携帯電話の充実を進めていきます。

Webサイトの
アクセシビリティを診断

加齢による難聴や聴覚障がいでお悩みの方のためのコミュニ
ケーションツールとして、骨伝導レシーバマイク｢サウンドリーフプ
ラス｣を発売しました。振動を骨から聴覚神経に伝えるため、騒音
の中でも相手の声が聞き取りやすいなどの特長をもっています。

ユニバーサルデザインの考えに
基づく活動が内閣総理大臣賞を受賞

「あんしん」「かんたん」
「しんせつ」「見やすい」に
配慮した携帯電話

「はなまるチェッカー」

要望を事業活動の改善やサービスの開発に生かし、お客さ

ま満足（CS）の向上に努めています。

また、社員のCSマインドを育成し、CS向上の活動を浸透さ

せていくため、各社で独自の活動に取り組んでいます。

NTTグループでは、製品・サービスの改善・向上を図り、お

客さまの声にこたえるために、品質マネジメントの国際規格

ISO9001認証の取得などの取り組みを実施することで、品質

管理体制の整備に取り組んでいます。

NTTグループ各社では、お客さまの声をお聞かせいただ

けるさまざまな仕組みを構築し、そこで収集したご意見・ご

システム」の提供を2008年1月より開始しました。本システム

を利用すれば、準備時間は最短10秒程度で、放送中の運用人

員も必要なく、手軽に生放送のニュース番組に字幕が付与で

きます。

現在、聴覚障がいや加齢による国内の難聴者は約600万人

と言われています。これを受け総務省では、平成29年度まで

に特定の一部を除く全ての番組に字幕を付与することを目標

とする指針を制定しました。本システム提供はこれを先取りし

たものであり、事前に登録した

ニュース原稿をリアルタイムで

自動送出する方式で、視聴者に

とって表示遅延の少ない字幕の

自動制作を実現しました。

NTTグループは、高齢化社会が進むなかで、通信サービス

が「全ての人にとって使いやすいものでなければいけない」

と考えています。そうしたユニバーサルデザインの考えを社

員に浸透させるとともに、高齢者や障がい者の方も利用しや

すいコミュニケーションツールを提供するため、だれもが使

いやすい製品・サービスの開発に取り組んでいます。

NTTコミュニケーションズは、世界初の試みとして、放送局

の生放送ニュース番組向けに「全自動リアルタイム字幕制作
NTTファシリティーズ
「CSマガジン」 リアルタイムに表示される字幕

NTTドコモ「CSレポート」

お客さま満足の追求と
品質管理体制の整備

ユニバーサルデザイン・サービスの開発

品質管理体制の整備

お客さまにご満足いただける
製品・サービス実現のために

全ての人が使いやすい
製品・サービスを開発

世界初、生放送ニュース番組の
全自動字幕制作システムを提供開始

主な
ステークホルダー
の皆さま

国・
行政機関お客さま

主な
ステークホルダー
の皆さま

社員
（社員・家族・

OB）
お客さま
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安心・安全なコミュニケーション

お客さまの満足と利便性向上
NTTグループは、お客さまにご満足いただける情報通信サービスを提供するため、
常に製品・サービスの品質、技術の向上に努めています。また、ユニバーサルデザインの考え方に基づいて、
だれにとっても使いやすい製品やサービスの開発と提供に取り組んでいます。
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37,473人
社員数※1

女性 
5,676人

男性 
31,797人

1,509人
新卒採用数※2

女性 
374人

男性 
1,135人

6,741人
管理者数※1

女性 
195人

男性 
6,546人

上記のデータは、NTTおよび主要5社（NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、NTTデータ、NTTドコモ）
の数値です。　※※※※1111 2008年3月31日現在　※※※※2222 2008年4月1日現在

NTTグループは、1999年から希望者は最長65歳
まで働ける継続雇用制度を導入しており、多くの
社員がこの制度を利用しています。

2007年度の実績
●●●●外国籍正社員19人
（NTT、NTTドコモ）
●●●●任期付研究員28人
（NTT）
●●●●インターンシップ受け入れ
56人（NTT）

NTTグループの研究所には、外国籍の研究者が多く勤
務しています。また、海外研究者招聘制度やインター
ンシップなどを通じて、さまざまな国から研究者や実
習生を受け入れています。

NTTグループは、2004年に特例
子会社「NTTクラルティ」を設立
するなど、障がいのある方々の積
極的な採用と雇用機会拡大に努
めています。

NTTグループは、人材の雇用・活用にあたって、男女がともに活躍
する企業を目指す“男女共同参画の実現”に向け、積極的に女性の
採用に取り組んでいます。その結果、社員数や管理者に占める女
性の比率は年々高まっています。雇用の状況

世界各国から
研究者を受け入れ

約7,700人※の
定年退職者を継続雇用

障がい者雇用率

1.93％
（2008年6月1日現在）

※※※※2007年度の年間平均雇用人員数

●障がい者の方へのサポート
●子ども支援
●福祉団体などへのサポート

●教育　●緑化　●支援

●コンサート　●絵画・芸術
●社会教育への協力●緑化　●清掃　●環境教育

●スポーツ普及

●地域イベントへの参加
●復興支援

地域振興・
交流

社会福祉
活動

国際交流
活動

スポーツ
振興

自然環境
保護

教育・
文化振興

チームNTTのコミュニケーション
NTTグループでは、派遣社員や契約社員を含む全ての社員が
“チームNTT”の一員として安心して働ける職場づくりに取り組むとともに、
地域社会とのより良い関係を構築するための社会貢献活動に力を注いでいます。

Close Up

NTTグループでは、
どのような社会貢献活動に取り組んでいますか？

6つのテーマのもと、
地域のニーズにこたえるさまざまな活動を進めています

Q
A

NTTは、社会貢献活動という言葉が一般化する以前か

ら、「良き企業市民として、地域社会とのより良い関係を築

く」ことを重視し、全国各地でさまざまな活動に取り組ん

できました。そして1991年には、それまでの活動を含め

NTTグループとして取り組むべき社会貢献活動を体系化

した「NTTの社会貢献活動方針」を策定しました。

この活動方針では、それぞれの活動が「地域のニーズ

に沿っていること」「無理なく継続できる活動であること」

「社員一人ひとりが自主的に参加できる内容であること」

などの活動原則を定めているほか、優先的に取り組むべ

き活動テーマとして、「地域振興・交流」「社会福祉活動」

「国際交流活動」「教育・文化振興」「自然環境保護」「ス

ポーツ振興」という6つの柱を設けています。

この方針を引き継ぎ、現在はNTTグループ全体へと活

動の輪を広げ、チームNTT一丸となった継続的な社会貢

献活動に取り組んでいます。

NTTグループは、これまでも性別や年齢、人種、国籍、障が

いの有無などに関わらず、多様な人材が活躍できる職場づ

くりに取り組んできましたが、こうした取り組みをさらに強化

するため、2007年10月、NTTに「ダイバーシティ推進室」を設

置するとともに、2008年4月までに、グループ各社にも同様

の担当を配置しました。

ダイバーシティ推進室では、グループ全体で施策や情報

を共有するため、社内用イントラネットを通じて女性ロール

モデル（お手本となる人材）を紹介したり、ワークライフバラ

ンスに関する情報を発信しているほか、職場のコミュニケー

ションのあり方や働き方に関する啓発パンフレットの作成・

配布、セミナー開催に取り組むなど、多様な人材が活躍でき

る風土づくりに向けた活動を展開しています。

多様な人々が活躍する職場づくり 主な
ステークホルダー
の皆さま

グループ各社に推進組織を設置して
各種施策・制度に関する情報を共有

社員
（社員・家族・

OB）

社内用イントラネット

NTTクラルティの職場風景
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チームNTTのコミュニケーション

ダイバーシティの推進
少子高齢化や団塊世代の定年退職など、人材雇用を取り巻く環境が変化するなかで、
NTTグループは、年齢や性別、国籍、障がいの有無などに関わらず、多様な人材が
活躍することのできる「ダイバーシティ（Diversity）」の実現に向けて、さまざまな施策を展開しています。
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NTTファシリティーズは、2004
年5月から毎月15日を「安全・健
康の日」と定め、安全・健康に
関わる取り組みのさらなる充
実強化（職場ミーティング、時
間外自粛日など）、社員の安
全・健康に関する意識啓発に
取り組んでいます。

NTTコムウェアは、疾病の予防、早期発見・早期
治療が重要であるとの考えのもと、社内健康管
理部門である「健康管理センタ」が中心となっ
て、社員一人ひとりへの保健指導、自己管理の
啓発に取り組んでいます。また、健康管理の
重要性と注意点についてまとめた「ヘルスマ
ネジメントガイドブック」を作成し、全管理
者に配布しています。

NTT都市開発では、これまでの産業医などによる健
康相談に加え、社員やその家族がもつ悩み・不安な
どについて、会社や上司に知られることなく社外の
専門家（カウンセラーなど）に気軽に相談できる「従
業員支援プログラム（EAP）」を2007年10月からス
タートさせました。

NTTドコモ北海道は、女性
社員が妊娠中・出産後に利
用できる「多目的ルーム」
をオフィス内に開設してい
ます。今後も社員が仕事と
家庭を両立するうえで役立
つ取り組みを積極的に進
めていきます。

2008年4月、NTTは社員の子育て支援に関する成果が認められ、厚生労働
省が認定する「次世代認定マーク（愛称「くるみん」）」を取得しました。ま
た、グループ各社でも「くるみん」マークを取得しています。

NTTデータは、2006年7月からトライアル
実施してきた在宅勤務制度「テレワーク」
の運用を2008年2月から本格的にスター
トさせました。今後、利用者の拡大によっ
て生産性とワークスタイルの革新に取り
組んでいきます。

主な取得会社：NTT、NTT東日本、NTT西日本、NTTコミュニケーションズ、
NTTデータ、NTTドコモ、NTTコムウェア　など

毎月15日は
「安全・健康の日」

NTTグループでは、ライフスタイルに合わせて福
利厚生メニューを選択可能なカフェテリアプラ
ンを導入しています。メニューは、健康増進や財
産形成、育児・介護、住宅関係などの多彩な
ジャンルにわたり用意されています。
また、ライフデザイン支援をより充実させる
ために、ライフデザイン研修や生活関連
ポータルサイト、ライフデザイン相談室も用
意しています。

「くるみん」マークを取得

妊娠中・出産後に利用できる
「多目的ルーム」

多彩な福利厚生メニュー

「テレワーク」の運用を開始 「ヘルスマネジメント
ガイドブック」を作成

さまざまな悩み・不安について
相談できる「従業員支援プログラム」

NTTグループは、社員一人ひとりの「仕事と生活の調和」を

重視し、従来から法定基準を上回る育児・介護支援制度を整

備。また、少子・高齢化への対応として、扶養親族をもつ社員

に支払われる扶養手当を扶養親族数に応じて制限なく増額

される仕組みも整えています。

2008年には、育児に専念するために退職した社員の再採

用制度、高校3年生以下の子どもの育児や不妊治療を目的と

する有給休暇制度を整備しました。このように各種制度の充

実を図る一方、社内用イントラネット上に「NTTグループ育児

介護支援サイト」を設け、制度の内容や利用方法、利用者の

体験談など、さまざまな情報を発信しています。

NTTグループでは、安全管理の規程を設け、各組織におけ

る安全管理体制を確立すること、社員の安全を確保するた

めに必要な措置を講じることを明記しています。

これに基づき、「安全衛生委員会」を設置し、職場の点検、

職場環境改善、安全・健康の保持・増進に関わる事項の検

討・推進を行っています。

NTTグループは、社員の健康管理において、疾病の予防、早

期発見・早期治療を重視し、各種相談体制の確立、ヘルスケア

サービスの提供、過重労働による健康障がい防止対策の実

施、および、自己管理意識の醸成などに取り組んでいます。

とくに近年は、メンタルヘルス対策に注力し、社内用イン

トラネットを活用したメンタ

ルヘルス問診を実施してい

るほか、社外相談窓口の設

置、メンタルヘルスセミナー

の開催などを通じて、疾病予

防に取り組んでいます。

また、職場における日常的なコミュニケーションから社員

の変調を早期に発見できるよう、各職場の管理者への教育・

啓発を実施しています。

育児・介護の支援 労働安全衛生の徹底

職場に適した
労働安全衛生活動を展開

育児・介護を支援するため
法定基準を上回る支援制度を設置

疾病の予防・早期発見・早期治療のため
日常的な管理意識の醸成に注力

主な
ステークホルダー
の皆さま

社員
（社員・家族・

OB）

主な
ステークホルダー
の皆さま

社員
（社員・家族・

OB）

主な支援制度

子どもが3歳に達するまで取得可

子どもが小学校3年生の年度末に達するまで1日の
勤務時間を4・5・6時間から選択可

再採用の申出は退職後3年以内で申出時の子の学
年が小学校3年生以下であれば、再採用について
は選考のうえ、決定

保育所への送迎を利用するための割引券交付など

最長1年6カ月まで取得可

最長3年までの1日の勤務時間を4・5・6時間から
選択可

ケアワーカによる介護サービスを利用するための
割引券の交付

出産休暇中は試用期間中の者を除き有給

リフレッシュ、ボランティア、リカレント学習にも利
用可

配偶者の出産や家族の病気の看護のために、同一
疾病につき5日を限度に取得可

特定の事由（育児・教育など）のための貯蓄を払い
出した場合に、その額に応じた給付金の払い出し

育児休職

短時間勤務

育児支援サービス

介護休職

短時間勤務

介護支援サービス

出産休暇

財産形成
貯蓄活用給付金

育児・家族介護・不妊治療
のための失効年休等積立

家族の看護等のための休暇

育児に専念するために
退職した社員の再採用

内容制度の名称

育
児

介
護

そ
の
他

メンタルヘルス問診画面
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チームNTTのコミュニケーション

健康に、安心して働ける職場づくり
近年、長時間労働によって健康に支障をきたしたり、職場で強い不安やストレスを感じる人々が増加し、
大きな社会問題となっています。NTTグループは全ての社員が生き生きと働ける職場づくりに向けて、
心身両面からの健康管理と安全衛生活動に力を注いでいます。

チームNTTのコミュニケーション

ワークライフバランスの支援
社員一人ひとりが、仕事だけでなく、ライフステージの変化に合わせて、家庭や地域生活などにおいても
多様な生き方を選択できる「ワークライフバランス」を実現するために、NTTグループは社員の育児・介護を支援する
さまざまな制度を整えているほか、より豊かな会社生活を実現する福利厚生の充実に取り組んでいます。
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NTT情報流通基盤総合研究所では、通信技術の
歴史や最新の研究成果をわかりやすく紹介し、
子どもたちに科学に対する興味を深めてもらう
ため、展示ホールや史料館、実験棟などの施設
見学をメインにした「子ども科学見学会」（共催：
電子情報通信学会）、工作をメインとした「体験
型子ども科学教室」などを毎年実施しています。

NTTドコモは、海外の一般企
業に社員を派遣する「グ
ローバルOJT」を実施してい
ます。2007年度は、アメリ
カ、スペイン、中国などの企
業に6人の社員を約半年間
派遣しました。

NTTグループでは、社内用イントラネット上での公募制度
情報の提供や、通信教育講座の冊子配布を実施していま
す。通信教育については、休職中の社員でも、スムーズに
職場復帰できるよう、自宅でも受講可能となっています。

「子ども110番」活動への参加

「子ども科学見学会」
などを開催

NTTグループは、毎年地域の方々と協力し
合って清掃活動を行う「環境クリーン作戦」
を全国各地で開催しています。2007年度
は、グループのボランティア社員と家族、総
勢5万人以上が活動に参加しました。

環境クリーン作戦に
5万人以上が参加

子どもが不安を感じて助け
を求めた時に保護し、警察
や学校、家庭などに連絡す
る活動に参加しています。
その一環として、子どもたち
がいつでも駆け込めるよう
に、社用車などへステッ
カーを貼付しています。

NTTグループを退職した方々が
参加する「電友会」では、チーム
NTTの一員として幅広いボラン
ティア活動を行っています。

電友会の取り組み

社員の意欲にこたえる
多彩な社内制度

海外の一般企業に社員を
派遣する「グローバルOJT」

NTT西日本グループでは、NTTマーケティングアクト、アイティメイト各
社、ホームテクノ（旧ネオメイトサービス）各社で、コールセンタ業務や
お客さま宅内保守業務など、お客さまサービスに従事する非正規社員
のなかで、高度な専門スキルを有する人材については、正社員として登
用する「キャリアパス正社員制度」を導入し、さまざまな人材が活躍でき
る環境を整えています。

お客さまサービスに従事する
非正規社員を対象とした
正社員への
登用制度を整備

2007年度の参加者
「子ども科学見学会」
（2007年8月1日）　82人
「体験型子ども科学教室」
（2007年8月22日）　35人

ジョブチャレンジ制度の画面

老人ホームでの書道の指導

解像度不足

べンチャー制度の画面 通信教育講座の冊子

NTTグループでは、社員のモチベーションの向上を目的に

成果・業績を重視した人事・給与制度を導入しています。こ

うした処遇体系のもとでは、社員がチャレンジした目標や達

成度・成果を的確に把握・評価していくことが重要であること

から、「チャレンジシート」というツールを活用し、社員の主体

的な目標設定と業績の振り返り、上司とのコミュニケーショ

ンを促進しています。

また、上司・同僚・部下が評価者を観察し、結果を本人に伝え

る「多面観察」や、「評価者研修」、「人事・給与制度理解促進のた

めのWeb教材」など、評価の納得性やモチベーションの向上、

社員の能力開発に向けたさまざまな施策を展開しています。

NTTグループでは、派遣社員や契約社員も含むNTTグルー

プで働く全ての社員、パートナーの皆さま、NTTグループのCSR

に賛同する退職した方々が「チームNTT」の一員として一丸と

なって、社会貢献活動に取り組んでいます。また、ボランティ

ア活動への参加が社員の多

様な価値観や豊かな感性の

醸成に役立つとの考えから、

グループ各社では社員のボ

ランティア活動を支援する施

策の充実に努めています。

NTTグループは成果・業績重視の処遇体系を整える一方、

一人ひとりがやりがいをもって自律的・主体的に業務に取り

組めるよう、社員の能力開発支援にも注力しています。

その一環として、各事業分野に応じた集合研修のほか、e-

ラーニング教材、通信教育、社内スキル認定制度、資格取得

支援など、さまざまな学習機会を提供しています。さらに、意

欲ある人材がより幅広いフィールドで活躍できるチャンスを

提供するため、「NTTグループ内ジョブチャレンジ」、「NTTグ

ループベンチャー」などの社内公募制度を設けています。

主なボランティア支援施策
●ボランティアギフト・プログラム
社員が長期にわたって活動している施設などに会社か
ら物品を寄贈するプログラム

●マッチングギフト・プログラム
社員の募金・寄付活動に会社も賛同し、その寄付先に会
社からも寄付を行うプログラム

●ライフプラン休暇制度
ライフサイクルにおけるボランティア活動やリフレッ
シュのために取得できる休暇制度

成果を重視した処遇体系と
さまざまな学習機会の提供

社員ボランティアの活動支援

啓発活動から情報提供、休暇制度まで
さまざまな形で
社員の社会貢献活動を支援

社員のモチベーションと評価への
納得性を高めるさまざまな施策を展開

意欲ある人材に活躍の場を提供する
社内公募制度を設置

主な
ステークホルダー
の皆さま

社員
（社員・家族・

OB）

主な
ステークホルダー
の皆さま

地域社会
社員

（社員・家族・
OB）

社員のボランティア活動の様子
（社員による福祉作業所製品の販売）
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チームNTTのコミュニケーション

社会貢献活動
NTTグループは、派遣社員や契約社員も含むNTTグループの全社員、
さらにはパートナーの皆さまやNTTグループを退職した方 と々ともに社会貢献活動を展開することで、
さまざまな取り組みを積極的に実施しています。

チームNTTのコミュニケーション

公正な評価と能力開発支援
社員の成果・業績を追求するだけでなく、一人ひとりの「エンプロイアビリティ（就業能力）」を高め、
それぞれのキャリア形成を支援することも企業の重要な責任であるとの考えから、
NTTグループは社員の意欲を高める公平な評価制度を整えるとともに、それぞれの能力開発を積極的に支援しています。
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「NTTグループCSR報告書2008」には、「健全な企業活動を支えるしくみ」を基盤に

「NTTグループCSR憲章」を指針として、グループ全体でCSRを果たす具体的な取り組

みがわかりやすく説明されています。今回は、さまざまな改善をして、一段と分かりやす

く親しみやすい報告書に進化しています。次のような優れた特徴があり、ステークホル

ダーへ魅力的な情報提供となっています。

第1は、ステークホルダーを意識した構成になっています。最近のCSR報告書の傾向

としては、自社やグループ会社のステークホルダーが、要請し期待している情報をいか

に的確にわかりやすく開示するかが重要なポイントです。 NTTグループとしては、「誰

に対して」メッセージを発信するのかを意識した構成になっています。全ステークホル

ダーを「お客さま、ビジネスパートナー、社員、地域社会、株主・投資家、国・行政機関な

ど」をそれぞれ「アイコン」で表現するなど画期的な工夫がなされています。これは、「ス

テークホルダー・エンゲージメント（参画・協働）」の好事例といえましょう。

第2は、グループ各社のCSRへの取り組みが一目で分かるように工夫されています。

NTTグループの全体像を理解するのは、主な事業会社が多いだけに、事業会社の役割

分担や事業内容とグループ会社をわかりやすく整理することが必要です。各社の特徴

あるCSR取り組みを、「重要性」の視点から、情報を選定し、各記事にタイトルと一緒に

社名を明示しています。そのうえで、これらを統括する「持株会社」としての役割と責任

をまとめています。この様な試みにより、全てのステークホルダーの要請や期待に応え

るとともに、グループ会社の社員にもNTTグループの全体に対する多様なステークホ

ルダーの具体的な声への対応を促進することになります。

第3は、本報告書に加えて、Web版で、より詳しい情報項目を掲載しています。CSR報

告書として、冊子とWeb版の双方をステークホルダーへ提供することは、情報を理解

し、活用するうえで大切なツールとなります。全体として、Webでは、冊子に盛り込めな

い情報を提供し、多様なステークホルダーのニーズに応えています。

今後のNTTグループCSR活動は、CSRへの取り組みを社会に向けて丁寧に説明する

方針を堅持することが大切です。さらに、2010年9月に発行予定の社会的責任規格（ISO 

26000）の中核主題となっている7項目「組織統治、人権、労働慣行、環境、公正な事業慣

行、消費者課題、コミュニティ参画及び開発」を世界的な動向として注目する必要があ

ります。NTTグループとして、これら7項目について早めに現状分析と対策を戦略的に策

定したうえで、総合的に取り組むことを期待します。

1. 全体評価

評価できない 
0%

普通 
23%

評価できる 
77%

4. 読みやすさ
（デザイン、文字の大きさ、グラフなど）

読みにくい 
3%

普通 
30%

読みやすい
67%

2. わかりやすさ

わかりにくい 
3%

普通 
46%

わかりやすい
51%

3. 情報量について

少ない 
0%

普通 
82%

多すぎる 
18%

  編集後記

本報告書作成にあたっては、ステークホルダーの皆さまからいただいたご

意見を参考に、読みやすい報告書となるよう随所に工夫をいたしました。ご

協力をいただいた田中宏司先生をはじめグループ内外の多くの方々からも

貴重なご意見・ご協力をいただきました。心より御礼申し上げます。今後も

ステークホルダーの皆さまからのご意見を受けて、NTTグループのCSR活動

に生かしてまいります。

（2008年10月 日本電信電話株式会社 CSR推進室）

2007年10月に発行した「NTTグルー

プCSR報告書2007」について、Webサイ

トや紙面によるアンケートを通じて、国

内外のさまざまな方々からご意見をい

ただき、誠にありがとうございました。皆

さまからいただいた貴重なご意見は、

本報告書の作成や今後のCSR活動に反

映させていただきます。

2008年の報告書は、NTTグループで取り組

む多くのCSR活動について、どのステークホル

ダーの皆さまと関わりがあるのか、どの会社

で実施しているのか、いわゆる情報の「宛て

先」と「出し元」をできるだけわかりやすく記載

するようにつとめました。

本報告書および私たちの活動について、こ

のたび田中様から「2010年9月に発行予定の

ISO26000の中核主題となっている7項目につ

いて、グループとして現状分析と対策を戦略

的に策定したうえで、総合的に取り組むことを

期待する」とのご意見をいただきました。貴重

なご意見として真摯に受け止め、ステークホ

ルダーの皆さまとの対話を促進し、グループ

内でのベストプラクティスの共有を図りなが

ら、主要課題に取り組んでいきたいと思いま

す。今後もNTTグループは、持続可能な社会

に貢献するため、CSR憲章に基づきグループ

一体となってCSRを推進していきます。

「NTTグループCSR報告書2007」への
アンケート結果

皆さまからのご意見

田中 宏司  （たなか ひろじ）
東京交通短期大学学長･教授（前立教大学大学
院教授）、日本経営倫理学会常務理事、日本大学
兼任講師、経営倫理実践研究センター先任研究
員 経済産業省・日本規格協会「ISO/SR国内対応
委員会」委員、同「事例WG」主査

日本電信電話株式会社 
代表取締役副社長

金澤 薫

第三者意見　　
CSR報告書2008 
第三者意見を受けて　
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CSR報告書 2008
NTTグループ

＜本冊子の印刷における環境配慮など＞

・ 用　紙
森林管理協議会（Forest Stewardship Council）で認証された適切に
管理された森林からの原料を含む、FSC認証紙を使用しています。

・ インキ
VOC（揮発性有機化合物）成分を含まない100%植物インキで、大
気汚染の防止に配慮しています。

・ 印　刷
現像液を使うフィルムが不要で環境負荷低減につながるCTP印刷
を採用しています。
印刷時に有害な物質を含む浸し水が不要な、水なし印刷を採用し
ています。
GPNが定める「オフセット印刷サービス」発注ガイドラインにもとづ
いています。

・ 製　本
リサイクルに配慮した接着剤（難細裂化EVA系ホットメルト）を製本
に使用しています。不要となった際は、リサイクルにご協力ください。

・ 梱　包／配　送
簡易包装での個別配送など、環境に配慮した梱包・配送を実施して
います。

・ カラーユニバーサルデザイン
色覚の個人差を問わず、多くの方に見やすい表示を心がけ、NPO
法人カラーユニバーサルデザイン機構（CUDO）から認証を取得し
ました。

【表紙について】
表紙の4つの球体は、NTTグループのCSRのテーマである「人と社会のコミュニケーション」「人と地球のコミュニケーション」「安心・安全なコミュニケー
ション」「チームNTTのコミュニケーション」を示しています。

お問い合わせ先

日本電信電話株式会社　CSR推進室

〒100-8116 東京都千代田区大手町二丁目3番1号
TEL 03-5205-5560　FAX 03-5205-5579
メールアドレス：csr@ml.hco.ntt.co.jp
※ 本書の無断転載を禁じます。

Webサイトでは、NTTグループのCSR活動の詳細情報をご覧いただけます。
また、皆さまからのご意見・ご感想を、Webサイト上からもお寄せいただけましたら幸いです。

http://www.ntt.co.jp/csr/

「NTTグループ」




